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●参考資料における、元素記号と元素の関係については、以下の元素周期表のとおり。
●レアメタルについては、「地球上の存在量が稀であるか、技術的・経済的な理由で抽出困難な金属」のうち、需要が
現に存在する（今後見込まれる）ため、安定供給の確保が政策的に重要であるものを、鉱業審議会において定義
（現在、３１種類が対象）。
また、その種類の１つであるレアアースとは、ネオジム・ジスプロシウム等のランタノイド各種、スカンジウム及び
イットリウムを指す。
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　  1  Ｈ 　 　  ２  He
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 ３  Li  ４  Be 　  ５  Ｂ  ６  Ｃ  ７  Ｎ  ８  Ｏ  ９  Ｆ  10  Ne
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　 39.0983 40 44.9559 47.9 50.9415 51.996 54.938 55.847 58.9332 58.7 63.546 65.38 69.72 72.59 74.9216 78.96 79.904 83.8
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１－１ 循環型社会構築に関する法制度

○現在、我が国においては、「循環型社会形成推進基本法」、「資源の有効な利用の
促進に関する法律（以下「資源有効利用促進法」という。）」を始めとして各種の循
環型社会の形成の推進のための法律が制定されている。

１．循環型社会の形成の推進のための法制度等

廃棄物処理法 資源有効利用促進法

容

器

包

装

リ

サ

イ

ク

ル

法

建

設

リ

サ

イ

ク

ル

法

食

品

リ

サ

イ

ク

ル

法

・廃家電を小売店
が消費者より引
取

・製造業者等によ
る再商品化等

工事の受注者が
・建築物の分別
解体

・建設廃材等の
再資源化

食品の製
造・加工・
販売業者が
食品廃棄物
の再資源化

環境基本法 環境基本計画

・容器包装の市町
村による収集

・容器包装の製
造・利用業者に
よる再商品化

循環型社会形成推進基本計画 ：国の他の計画の基本

循環型社会形成推進基本法（基本的枠組み法）

＜ リサイクルの推進 ＞＜ 廃棄物の適正処理 ＞

個別物品の特性に応じた規制

一般的な仕組みの確立

グリーン購入法
・国等が率先して再生品などの調達を推進 施行

H13.4

一部施行
H9.4

完全施行
H12.4

改正
H18.6 施行

H13.4

施行

H14.5

施行

H13.5

改正

H19.6

H6.8
完全施行

H13.1 完全施行

自

動

車

リ

サ

イ

ク

ル

法

・製造業者等によるシュレッ
ダーダスト等の引取・再資
源化

・関連業者等による使用済自
動車の引取・引渡し

家

電

リ

サ

イ

ク

ル

法

施行

H17.1

＜循環型社会の形成の推進のための法体系＞＜循環型社会の形成の推進のための法体系＞

H16.12

一部改正

H13.4

改正法
施行
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＜製品ライフサイクルの各段階における関連法制度＞

リユース（再使用）

リサイクル（再利用）

リデュース（発生抑制）

・製造工程における省資源化
・環境配慮設計（製品の省資源化・長寿命化）
・資源の再生利用・部品の再使用促進 等

資源有効利用促進法

・容器包装リサイクル法 （平成９年）
・家電リサイクル法 （平成１３年）
・食品リサイクル法 （平成１３年）
・建設資材リサイクル法 （平成１４年）
・自動車リサイクル法 （平成１７年）

廃棄物の適正処理

循環型社会形成推進基本法

産構審ガイドラインによる自主的取組の促進（３５品目・１８業種が対象）

生産生産 流通流通
消費・消費・
使用使用

回収回収 廃棄廃棄

個別リサイクル法

廃棄物処理法
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１－２ 資源有効利用促進法の概要

順次品目追加
ガイドライン強化

平成１３年平成１３年

平成３年平成３年 再生資源の利用の促進に関する法律
（リサイクル法）

回収した製品等を原材料として再利用
（古紙利用率５６％、廃ガラスびん利用率６５％等）
リサイクル配慮設計：リサイクル可能な材料選択、分解
容易な設計
（自動車、テレビ、冷蔵庫等）

分別回収のための表示
（スチール缶、アルミ缶、ＰＥＴボトル、ニカド電池）

工場等で発生する副産物のリサイクルの促進
（鋼スラグ、電気業の石炭灰）

平成１１年平成１１年
循環経済ビジョン

循環型経済の形成のために、従来のリサイクル対策
の強化に加えて、

•省資源化や長寿命化による廃棄物の発生抑制
対策（リデュース）
•製品・部品の再使用（リユース）

等の本格的な導入が提言された。

１Ｒ

資源の有効な利用の促進に関する法律
（３Ｒ法）

リサイクル対策の強化
リデュース、リユース対策の新設

製造業を始めとする事業活動のあらゆる
段階での資源の有効利用の促進

法改正
対策の大幅追加

３Ｒ

○平成３年にリサイクルの促進を目的として制定された「再生資源の利用の促進に関
する法律」は、平成１２年に１Ｒ（リサイクル）から３Ｒ（リデュース、リユース、リサイ
クル）に取組を大幅に拡充するために「資源の有効な利用の促進に関する法律（資
源有効利用促進法）」へと抜本的な改正がなされている。

(1) 資源有効利用促進法の成立背景
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○資源有効利用促進法では、全７類型の制度について、それぞれ対象製品や業種を
指定し、当該製品や業種ごとに「事業者の判断の基準となるべき事項（判断基準）
を定め（１０業種、６９品目）、一定規模の事業者について判断基準に照らして取組
が著しく不十分な場合等は、勧告・公表・命令を行い、命令に違反した場合は罰則
がかけられる。

○以下の対象業種又は対象製品について、それぞれ３Ｒ対策の取組の内容を判断
基準として国が定め、事業者にその遵守を義務付けている。

●資源有効利用促進法の概要図①

(2) 資源有効利用促進法の概要

●資源有効利用促進法の概要図②

分別・回収

Ⅰ．製品対策

Ⅱ

製造
リユース・
リサイクル

事業場で発生する副産物の発生抑制対策とﾘｻｲｸﾙ対策（原材料としての再利用）の取組を事業者に義務付け。

消

費

Ⅰ．製品対策

Ⅱ．副産物（事業場）対策

使用済物品の発生抑制対策、部品の再使用対策及びリサイクル対策（原材料としての再利用）の取組を事業者に義務付け。

指定省資源化製品

（パソコン、自動車、家電、
ぱちんこ・パチスロ、金属
製家具、ガス石油機器
の全１９品目）ReduceReduce

ReuseReuse

RecycleRecycle

（パソコン、小形二次電池の全２品目）

指定再資源化製品

ReduceReduce

RecycleRecycle

製造

特定省資源業種

事業者による自主回収・リサイクルの実施

指定表示製品

識別表示の実施

（スチール・アルミ缶、PETボトル、
紙製・プラ製容器包装、
小形二次電池、硬質塩ビ製品
の全７品目）

原材料等の使用の合理化等
によるリデュース配慮設計

（パルプ・紙製造業、無機
化学工業製品製造業等、
製鉄業及び製鋼・製鋼圧
延業、銅第一次精錬・精
製業、自動車製造業
の全５業種）

（電気業の石炭灰、
建設業の土砂・木材等
の全２品目）

※ エネルギー供給又は
建設工事に係る副産物

のみが対象

＜原材料＞ ＜製品設計＞

指定副産物

副産物の発生抑制・リサイクル対策

流

通

・

サ

ー

ビ

ス

指定再利用促進製品

原材料の工夫、
易解体性の向上等による
リユース・リサイクル配慮設

計

（パソコン、自動車、家電、ぱ
ちんこ・パチスロ、金属製家
具、ガス石油機器、複写機、
浴室ユニット、システムキッ
チン、小形二次電池使用機
器
の全５０品目）

特定再利用業種

再生部品
又は再生資源の
製品製造への利用

（紙製造業、ガラス容
器製造業、硬質塩ビ
製の管・管継手製造
業、複写機製造業、建
設業、
の全５業種）

主務大臣（経済産業大臣等の事業所管大臣、（指定再資源化製品について）環境大臣）主務大臣（経済産業大臣等の事業所管大臣、（指定再資源化製品について）環境大臣）

主務大臣（事業所管大臣等）は、資源の使用の合理化、再生資源・再生部品の利用の総合的推進を図るための方針を策定・公表

基本方針の作成基本方針の作成

対象品目対象品目
製造事業者製造事業者
（対象品目：
パソコン、自動
車、家電、ぱち
んこ・パチスロ、
金属製家具、
ガス石油機器
の全１９品
目）

＜製品対策＞＜製品対策＞ ＜事業所対策＞＜事業所対策＞

対象品目対象品目

製造事業者製造事業者
（対象品目：
パソコン、自動車、
家電、ぱちんこ・
パチスロ、金属
製家具、ガス石
油機器、複写機、
浴室ユニット、シ
ステムキッチン、
小形二次電池使
用機器
の全５０品目

対象事業者対象事業者
（対象業種：
紙製造業、ガラ
ス容器製造業、
硬質塩ビ製の
管・管継手製
造業、複写機
製造業、建設
業、
の全５業種）

対象品目対象品目
製造事業者製造事業者
（対象品目：
スチール・アル
ミ缶、PETボト
ル、紙製・プラ
製容器包装、
小形二次電池、
硬質塩ビ製品
の全７品目）

対象品目対象品目

製造事業者製造事業者
（対象品目：
パソコン、
小形二次電池
の全２品目

対象事業者対象事業者
（対象業種：
パルプ・紙製造
業、無機化学
工業製品製造
業等、製鉄業
及び製鋼・製
鋼圧延業、銅
第一次精錬・
精製業、自動
車製造業
の全５業種）

対象事業者対象事業者
（対象業種：
電気事業
（石炭灰）
建設業
（土砂・木材
等）

の全２業種）

命 令

指導
・助言

勧 告

公 表

罰 則

適確な実施を確保する
ため必要がある場合

取組が判断基準に照ら
して著しく不十分な場合
等

指定省資源化
製品

指定再利用促進
製品

特定再利用
業種

指定表示
製品

指定再資源化
製品

特定省資源
業種

指定
副産物

勧告に従わない場合

原材料等の使用
の合理化等による
リデュース配慮設
計

判断基準判断基準

原材料の工夫、易
解体性の向上等に
よるリユース・リサイ
クル配慮設計

判断基準判断基準

再生部品又は再
生資源の製品製
造への利用

判断基準判断基準

事業者による自
主回収・リサイク
ルの実施

判断基準判断基準

分別回収を促進
するための識別
表示の実施

判断基準判断基準

副産物の発生抑
制・リサイクル対
策

判断基準判断基準

計画の提出

正当な理由なく勧告措
置をとらなかった場合

命令違反の場合

副産物のリサイ
クル対策

判断基準判断基準

命 令

指導
・助言

勧 告

公 表

罰 則

命 令

指導
・助言

勧 告

公 表

罰 則

命 令

勧 告

公 表

罰 則

命 令

指導
・助言

勧 告

公 表

罰 則

命 令

指導
・助言

勧 告

公 表

罰 則

命 令

指導
・助言

勧 告

公 表

罰 則
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指定省資源化製品

【判断基準の概要】
・軽量化・小型化（原材料の使用の合理化）
・製品の長寿命化、修理の機会の確保
・事前評価
等

【リデュース配慮設計の取組の例】

○軽量化・小型化
・自動車 ～ボンネットの軽量化

22ｋｇ → 8ｋｇ
・パソコン ～ノートパソコンの軽量化

1,650g → 1,199g
・ぱちんこ遊技機 ～発射装置ベースを鋼板からアルミ

ダイキャストへ変更（約160g減）
・金属製家具 ～連結時に脚を兼用するリデュース構造

の採用（13％の低減）

○長寿命化
・自動車 ～指定交換時期の延長

CVTオイル ：4万km → 8万km
オイルフィルター：2万km → 3万km

・パソコン ～ハードディスクの長寿命化
従来2.5インチハードディスクの約1.5倍の長寿命化

リデュース配慮設計による軽量化・長寿命化等の義務リデュース配慮設計による軽量化・長寿命化等の義務
付け付け

指定再利用促進製品

【判断基準の概要】
・原材料等の工夫
・易解体性の向上（構造の工夫、分別のための工夫）
・事前評価
等

【リユース・リサイクル配慮設計の取組の例】

○原材料等の工夫
・自動車 ～素材の種類の低減

30種類のポリプロピレン → 6種類のポリプロピレン
・浴室ユニット ～再生資源化可能材料を総重量比

13.2％まで増加。

○易解体性の向上
・テレビ ～部品点数 従来モデルの１／２とした。

ネジ本数 46％削減（231本→125本）
・パソコン ～ネジ本数を平均25％削減することにより

解体性を向上。
・ガス・石油機器 ～クイック接続化実施により、ネジ

本数削減（5本→0本）

○材質表示
・エアコン ～5ｇ以上のﾌﾟﾗｽﾁｯｸ部品に材質を表示。

リユース・リサイクル配慮設計による再生材のリユース・リサイクル配慮設計による再生材の
回収容易化の義務付け回収容易化の義務付け

排出排出排出

消費消費消費

部品部品部品

製品製品製品

流通流通流通

素材素材素材

排出排出排出

消費消費消費

部品部品部品

製品製品製品

流通流通流通

素材素材素材
指定再利用
促進製品

リユース・リサイ
クル配慮設計に
よる再生材の回
収容易化の義務
付け

（パソコン、自動車、
家電、ぱちんこ・
パチスロ、金属製
家具、ガス石油機
器、複写機、浴室
ユニット、システム
キッチン、小形二
次電池使用機器
の全５０品目）

特定再利用業種

再生部品又は再生資源の原材料等としての
利用の義務付け

（紙製造業、ガラス容器製造業、硬質塩ビ製の
管・管継手製造業、複写機製造業、建設業、
の全５業種）

指定省資源化
製品

（パソコン、自動
車、家電、ぱち
んこ・パチスロ、
金属製家具、ガ
ス石油機器
の全１９品目）

リデュース
配慮設計に
よる軽量化、
長寿命化の
義務付け

（パソコン、小形二次電池
の全２品目）

指定再資源化製品

事業者による自主回収
・リサイクルの義務付け

特定省資源
業種（再掲）

（自動車
製造業
の１業種）

特定省資源業種

（パルプ・紙製造業、
無機化学工業製品製造業等、
製鉄業及び製鋼・製鋼圧延業
銅第一次精錬・精製業、
の４業種）

（電気業の石炭灰、
建設業の土砂・木材等
の全２品目）

※エネルギー供給又は
建設工事に係る副産物

のみが対象

指定副産物

副産物の発生抑制
・リサイクルの義務付け

指定表示製品

識別表示の実施

（スチール・アルミ缶、PETボトル、
紙製・プラ製容器包装、
小形二次電池、硬質塩ビ製品
の全７品目）

副産物のリサイクル
の義務付け

副産物の
発生抑制
・リサイクル
の義務付け

製品ライフサイクル製品ライフサイクル

１．製造工程で生じる副産物のリデュース・リサイクル
（事業所のゼロエミッション対策）

２．製品の環境配慮設計
（軽量化、再生材の回収容易化等
に配慮した設計）

３．使用済製品の回収・リサイクル

指定再資源化製品

【判断基準の概要】
・自主回収の実施方法
（リサイクル費用の徴収の有無等）
・再資源化の目標の設定
・再資源化の実施方法
・市町村から使用済指定再資源化物品を
引き取る条件

・回収・再資源化に係る安全性の確保
等

【自主回収量・再資源化率の推移】

●パソコン

○自主回収量
・事業系パソコン

平成13年度 45万台
→平成18年度 68万台
・家庭系パソコン

平成16年度 23万台
→平成18年度 35万台

○再資源化率
・事業系パソコン（デスクトップＰＣ）
平成18年度 80.2 ％
＜法定目標 50％＞
・家庭系パソコン（デスクトップＰＣ）
平成18年度 69.9.％
＜法定目標 50％＞

●小形二次電池（ニカド電池）

○自主回収量
平成13年度 628トン
→平成18年度 931トン

○再資源化率
平成18年度 73.3％
＜法定目標 60％＞

事業者による自主回収・リサイクル事業者による自主回収・リサイクル
の義務付けの義務付け

指定表示製品

【表示の標準の概要】
・表示すべき事項：紙・プラ等の材質
・識別マークのデザイン、大きさ、表示位置
等

識別表示の実施識別表示の実施

【識別表示の種類及び表示実施率】

●スチール・アルミ缶 ：98％
●ＰＥＴボトル ：100％
●容器包装（紙製、プラスチック製） ：97％
●小形二次電池（密閉型アルカリ電池） ：99％
●塩ビ製建設資材 ：100％

特定再利用業種

【判断基準の概要】
・目標の設定
・設備の整備
・再生資源利用計画策定と実施状況の記録 等

【再生資源等利用率の推移】
●紙製造業（古紙利用率）

平成12年度 57.3％
→平成18年度 60.8％
＜法定目標 62％（平成22年度)＞

●硬質塩化ビニル製の管又は管継手
の製造業（使用済塩ビ管・管継手利用率）
平成12年度 43.9％

→平成18年度 61.3％
●ガラス容器製造業（カレット利用率）
平成12年度 77.8％

→平成18年度 92.6％
＜法定目標 91％(平成22年度)＞

●複写機製造業（部品リユース率）
平成14年度 2.45kg/台
→平成17年度 2.54kg/台

●建設業(ｱｽﾌｧﾙﾄ・ｺﾝｸﾘｰﾄ塊の再資源化率）
平成17年度 99％

再生部品又は再生資源の原材料等としての再生部品又は再生資源の原材料等としての
利用の義務付け利用の義務付け

【判断基準の概要】
・目標の設定
・設備の整備
・副産物発生抑制等の計画の策定と
主務大臣への提出
等

【副産物の最終処分量の推移】
●パルプ・紙製造業

平成12年度 61.2万トン
→平成17年度 42.4万トン
●無機・有機化学工業製品製造業
平成12年度 100万トン

→平成17年度 69万トン
●製鉄業及び製鋼・製鋼圧延業
平成12年度 81万トン

→平成17年度 69万トン
●銅第一次精錬・精製業
平成12年度 66万トン

→平成17年度 52万トン
●自動車製造業
平成12年度 5.1万トン

→平成17年度 1.0万トン

特定省資源業種

副産物の発生抑制副産物の発生抑制
・リサイクルの義務付け・リサイクルの義務付け

指定副産物

【判断基準の概要】
・設備の整備
・副産物利用計画の策定
等

【副産物利用率の推移】
●電気事業の石炭灰
平成12年度 82％
→平成18年度 97％

●建設業のｱｽﾌｧﾙﾄ・
ｺﾝｸﾘｰﾄ塊の再資源化率
平成17年度 99％

副産物のリサイクル副産物のリサイクル
の義務付けの義務付け

１－３ 資源有効利用促進法の取組状況 （平成１９年１１月時点）
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１－４ 産業構造審議会 品目別・業種別
廃棄物処理・リサイクルガイドラインの概要

平成２年１２月 ガイドライン策定
◇品目別１５ （紙、ガラスびん、スチール缶、アルミ缶、プラスチック、自動車、自転車、家電製品、スプリング
入りマットレス、大型家具、カーペット、布団、乾電池、カセットボンベ、エアゾール缶）
◇業種別１０ （鉄鋼業、紙・パルプ製造業、化学工業、板ガラス製造業、繊維工業、非鉄金属精錬業、電気
事業、自動車製造業、半導体製造業、石油精製業）

平成２年１２月 ガイドライン策定
◇品目別１５ （紙、ガラスびん、スチール缶、アルミ缶、プラスチック、自動車、自転車、家電製品、スプリング
入りマットレス、大型家具、カーペット、布団、乾電池、カセットボンベ、エアゾール缶）
◇業種別１０ （鉄鋼業、紙・パルプ製造業、化学工業、板ガラス製造業、繊維工業、非鉄金属精錬業、電気
事業、自動車製造業、半導体製造業、石油精製業）

平成１３年７月 改訂
◇品目追加 （建設資材、浴槽及び浴室ユニット、システムキッチン、携帯電話・ＰＨＳ、蛍光管等、自動販売
機、レンズ付フィルム）

※品目別には、有害物質の使用削減、数値目標の拡充・強化を含む３Ｒへの取組を強化
◇業種追加 （自動車部品製造業）・・・自動車製造業から分離

※業種別には、最終処分量の削減率の見直しなど、ガイドラインの充実・強化を実施

平成１３年７月 改訂
◇品目追加 （建設資材、浴槽及び浴室ユニット、システムキッチン、携帯電話・ＰＨＳ、蛍光管等、自動販売
機、レンズ付フィルム）

※品目別には、有害物質の使用削減、数値目標の拡充・強化を含む３Ｒへの取組を強化
◇業種追加 （自動車部品製造業）・・・自動車製造業から分離

※業種別には、最終処分量の削減率の見直しなど、ガイドラインの充実・強化を実施

平成１５年９月 改訂
◇自動車や家電製品などの設計・製造段階での３Ｒへの配慮及び取組の公表方法の具体化を図る。

平成１５年９月 改訂
◇自動車や家電製品などの設計・製造段階での３Ｒへの配慮及び取組の公表方法の具体化を図る。

平成１７年１０月 改訂平成１７年１０月 改訂

平成１８年１０月 見直し及び改訂
◇品目別、業種別における有用金属に関する３Ｒへの配慮及び取組状況を明確化

平成１８年１０月 見直し及び改訂
◇品目別、業種別における有用金属に関する３Ｒへの配慮及び取組状況を明確化

適宜改訂、見直し等を実施

○品目別・業種別廃棄物処理・リサイクルガイドラインは、事業者の自主的な取組を
促進することを目的として、事業者が廃棄物処理・リサイクルとして取り組むべき事
項を整理したものであり、平成２年に初めて策定された。

○その後、本ガイドラインは、８度の改訂を経る中で対象品目・業種の拡大を図るほ
か、品目別・業種別の取組内容の充実を図ってきている。

我が国は廃棄物の最終処分場の逼迫、資源の将来的な枯渇の可能性等の環境制約、資源制約に直面しており、大
量生産、大量消費、大量廃棄型の経済社会を転換し、循環型社会を形成することが急務となっている。

このような状況の中、平成２年８月、通商産業大臣より産業構造審議会に対して「廃棄物処理・再資源化対策のあり
方」について諮問を行い、これを受け同審議会に廃棄物処理・再資源化部会が設置され、審議を行った。

この結果、平成２年１２月に「今後の廃棄物処理・再資源化対策のあり方」として答申が取りまとめられた。その中で、
事業者が遵守すべき事項を提示することにより、事業者の自主的な取組を促進することを目的として、１５品目別リサイ
クルガイドライン及び１０業種別リサイクルガイドラインが策定された。その際、原則毎年フォローアップすることを併せて
提言している。

その後、リサイクルガイドラインは、内容の充実、強化を図るために累次改訂が行われ資源有効利用促進法が平成１
３年４月から施行されたことを踏まえ、平成１３年７月には産業構造審議会 廃棄物・リサイクル委員会にて６度目の改
訂が行われ、３５品目別リサイクルガイドライン及び１８業種別リサイクルガイドラインが策定された。

また、これらの品目別・業種別リサイクルガイドラインは、定期的に進捗状況の確認がされてきているが、直近では、
平成１８年１０月の産業構造審議会において、進捗状況、今後講じる予定の措置が報告されている。

我が国は廃棄物の最終処分場の逼迫、資源の将来的な枯渇の可能性等の環境制約、資源制約に直面しており、大
量生産、大量消費、大量廃棄型の経済社会を転換し、循環型社会を形成することが急務となっている。

このような状況の中、平成２年８月、通商産業大臣より産業構造審議会に対して「廃棄物処理・再資源化対策のあり
方」について諮問を行い、これを受け同審議会に廃棄物処理・再資源化部会が設置され、審議を行った。

この結果、平成２年１２月に「今後の廃棄物処理・再資源化対策のあり方」として答申が取りまとめられた。その中で、
事業者が遵守すべき事項を提示することにより、事業者の自主的な取組を促進することを目的として、１５品目別リサイ
クルガイドライン及び１０業種別リサイクルガイドラインが策定された。その際、原則毎年フォローアップすることを併せて
提言している。

その後、リサイクルガイドラインは、内容の充実、強化を図るために累次改訂が行われ資源有効利用促進法が平成１
３年４月から施行されたことを踏まえ、平成１３年７月には産業構造審議会 廃棄物・リサイクル委員会にて６度目の改
訂が行われ、３５品目別リサイクルガイドライン及び１８業種別リサイクルガイドラインが策定された。

また、これらの品目別・業種別リサイクルガイドラインは、定期的に進捗状況の確認がされてきているが、直近では、
平成１８年１０月の産業構造審議会において、進捗状況、今後講じる予定の措置が報告されている。

●ガイドラインの制定の経緯
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●品目別ガイドライン 取組状況一覧 【目標及び今後の取組】

１ー５ 産業構造審議会 品目別・業種別
廃棄物処理・リサイクルガイドラインの取組状況

生産段階廃棄物発生量をH13年度比でH22年度に80％以上削減18. 工場生産住宅製造業

最終処分量をH10年度比でH22年度に25％削減17. ガス業

最終処分量をH10年度比で80％以上削減16. 石炭鉱業

最終処分量をH13年度比でH22年度に45％以上削減15. ゴム製品製造業

セメント1トン当たりの廃棄物・副産物利用量のH22年度目標を400kgとする。14. セメント製造業

製品の処理実態等を把握し、効率的なﾘｻｲｸﾙ等の推進するため、問題点の解決に向け検討中13. リース業

包装材使用量をH12年比でH22年に25％削減

レジ袋使用量をH12年度比でH22年度に35％削減
12. 流通業

最終処分量をH2年度比でH22年度に67％削減11. 石油精製業

最終処分量をH15年度比でH22年度に5％削減10. 電子・電気機器製造業

生産工程から生じる廃棄物の最終処分量をH2年度比でH22年度までに96％削減9. 自動車部品製造業

最終処分量をH10年度比でH22年度に87％削減8. 自動車製造業

H22年度最終処分率をH16年度と同程度に維持（H16年度最終処分率：約8％）7. 電気事業

最終処分量削減目標（H10年度比、H22年度目標）
日本鉱業協会：37％，日本伸銅協会：76％，日本ｱﾙﾐﾆｳﾑ協会：14％，
日本ｱﾙﾐﾆｳﾑ合金協会：10％，日本電線工業会：50％

6. 非鉄金属製造業

汚泥等の減量化に向け、中間処理の強化・リサイクル用途拡大を促進する。5. 繊維工業

最終処分量をH10年度比でH22年度に42％削減4. 板ガラス製造業

最終処分量をH10年度比でH22年度に75％削減3. 化学工業

最終処分量をH10年度比でH22年度に57％削減2. 紙・パルプ製造業

最終処分量をH10年度比でH22年度に50％削減1. 鉄鋼業

生産段階廃棄物発生量をH13年度比でH22年度に80％以上削減18. 工場生産住宅製造業

最終処分量をH10年度比でH22年度に25％削減17. ガス業

最終処分量をH10年度比で80％以上削減16. 石炭鉱業

最終処分量をH13年度比でH22年度に45％以上削減15. ゴム製品製造業

セメント1トン当たりの廃棄物・副産物利用量のH22年度目標を400kgとする。14. セメント製造業

製品の処理実態等を把握し、効率的なﾘｻｲｸﾙ等の推進するため、問題点の解決に向け検討中13. リース業

包装材使用量をH12年比でH22年に25％削減

レジ袋使用量をH12年度比でH22年度に35％削減
12. 流通業

最終処分量をH2年度比でH22年度に67％削減11. 石油精製業

最終処分量をH15年度比でH22年度に5％削減10. 電子・電気機器製造業

生産工程から生じる廃棄物の最終処分量をH2年度比でH22年度までに96％削減9. 自動車部品製造業

最終処分量をH10年度比でH22年度に87％削減8. 自動車製造業

H22年度最終処分率をH16年度と同程度に維持（H16年度最終処分率：約8％）7. 電気事業

最終処分量削減目標（H10年度比、H22年度目標）
日本鉱業協会：37％，日本伸銅協会：76％，日本ｱﾙﾐﾆｳﾑ協会：14％，
日本ｱﾙﾐﾆｳﾑ合金協会：10％，日本電線工業会：50％

6. 非鉄金属製造業

汚泥等の減量化に向け、中間処理の強化・リサイクル用途拡大を促進する。5. 繊維工業

最終処分量をH10年度比でH22年度に42％削減4. 板ガラス製造業

最終処分量をH10年度比でH22年度に75％削減3. 化学工業

最終処分量をH10年度比でH22年度に57％削減2. 紙・パルプ製造業

最終処分量をH10年度比でH22年度に50％削減1. 鉄鋼業

●業種別ガイドライン 取組状況一覧 【目標及び今後の取組】

網掛部分の品目・業種については資源有効利用促進法で指定

（平成1８年９月末現在）

リサイクル率85％以上維持3. スチール缶

回収・再資源化率85％以上維持4. アルミ缶

ﾘｻｲｸﾙｼｽﾃﾑの再構築に向けた検討の実施17. バッテリー

再資源化率
小形ｼｰﾙ鉛蓄電池50％，ﾆｶﾄﾞ電池 60%，
ﾆｯｹﾙ水素電池55％，ﾘﾁｳﾑ二次電池30％

16. 小形二次電池

回収箱を6,000個作成・配布15. 乾電池・ﾎﾞﾀﾝ電池

工程内原材料くず 4.5％～4％以下に削減14. 布団

工程内発生屑H13年度比20％減[H18年度]13. カーペット

3Rの推進に向けた具体的方策を検討中12. ｵﾌｨｽ家具

ﾘｻｲｸﾙｼｽﾃﾑ構築に向け検討中11. ｽﾌﾟﾘﾝｸﾞﾏｯﾄﾚｽ

再商品化率 ｴｱｺﾝ 60％，ﾃﾚﾋﾞ 55％，
冷蔵庫50％，洗濯機50％

10. 家電製品

リサイクル可能率67％9. 自転車

リサイクル率 90％以上 [H17年]8. タイヤ

リサイクル率 85％ [H14年～H26年]7. オートバイ

リサイクル率 85％ [H14年～H26年]6. 自動車

PETﾎﾞﾄﾙ回収率 80％以上 [H26年度]5. プラスチック

カレット利用率 91％ [H22年度]2. ガラスびん

古紙利用率 62％ [H22年度]1. 紙

リサイクル率85％以上維持3. スチール缶

回収・再資源化率85％以上維持4. アルミ缶

ﾘｻｲｸﾙｼｽﾃﾑの再構築に向けた検討の実施17. バッテリー

再資源化率
小形ｼｰﾙ鉛蓄電池50％，ﾆｶﾄﾞ電池 60%，
ﾆｯｹﾙ水素電池55％，ﾘﾁｳﾑ二次電池30％

16. 小形二次電池

回収箱を6,000個作成・配布15. 乾電池・ﾎﾞﾀﾝ電池

工程内原材料くず 4.5％～4％以下に削減14. 布団

工程内発生屑H13年度比20％減[H18年度]13. カーペット

3Rの推進に向けた具体的方策を検討中12. ｵﾌｨｽ家具

ﾘｻｲｸﾙｼｽﾃﾑ構築に向け検討中11. ｽﾌﾟﾘﾝｸﾞﾏｯﾄﾚｽ

再商品化率 ｴｱｺﾝ 60％，ﾃﾚﾋﾞ 55％，
冷蔵庫50％，洗濯機50％

10. 家電製品

リサイクル可能率67％9. 自転車

リサイクル率 90％以上 [H17年]8. タイヤ

リサイクル率 85％ [H14年～H26年]7. オートバイ

リサイクル率 85％ [H14年～H26年]6. 自動車

PETﾎﾞﾄﾙ回収率 80％以上 [H26年度]5. プラスチック

カレット利用率 91％ [H22年度]2. ガラスびん

古紙利用率 62％ [H22年度]1. 紙 中身残留缶対策の実施18. カセットボンベ

中身残留缶対策の実施19. エアゾール缶

ﾏﾃﾘｱﾙﾘｻｲｸﾙ目標率55％ [H17年度]
（ぱちんこ遊技機及び回胴式遊技機）

22. ぱちんこ遊技機

再資源化率 [H15年度]
ﾃﾞｽｸﾄｯﾌﾟ型 50％，ﾉｰﾄﾌﾞｯｸ型 20％
CRTﾃﾞｨｽﾌﾟﾚｲ 55％，LCDﾃﾞｨｽﾌﾟﾚｲ 55％

23. ﾊﾟｰｿﾅﾙｺﾝﾋﾟｭｰﾀ
及びその周辺機器

回収の促進に向けた取組を実施35. ﾚﾝｽﾞ付きﾌｨﾙﾑ

用管理物質を定め使用状況の把握を行う34. 自動販売機

小形・高効率化、長寿命化開発の実施33. 蛍光灯等

回収・ﾘｻｲｸﾙ目標値の設定を検討中32. 携帯電話・PHS

材質表示方法等について検討中31. システムキッチン

材料情報の提供方法等について検討中30. 浴槽及び浴室ﾕﾆｯﾄ

塩ﾋﾞ管継手の受入拠点の拡充29. 建設資材

配電線のﾘｻｲｸﾙ向上に向けた取組実施28. 電線

分別方法を検討し、ﾘｻｲｸﾙの効率化を図る27. 潤滑油

ﾘｻｲｸﾙｼｽﾃﾑ構築に向け検討中26. 繊維製品

アセスメントガイドラインの見直し25. ガス・石油機器

共同回収システムの拡大を検討中24. 複写機

回収率 60％ [H17年度]21. 消火器

適正処理のための広報の実施20. 小形ガスボンベ

中身残留缶対策の実施18. カセットボンベ

中身残留缶対策の実施19. エアゾール缶

ﾏﾃﾘｱﾙﾘｻｲｸﾙ目標率55％ [H17年度]
（ぱちんこ遊技機及び回胴式遊技機）

22. ぱちんこ遊技機

再資源化率 [H15年度]
ﾃﾞｽｸﾄｯﾌﾟ型 50％，ﾉｰﾄﾌﾞｯｸ型 20％
CRTﾃﾞｨｽﾌﾟﾚｲ 55％，LCDﾃﾞｨｽﾌﾟﾚｲ 55％

23. ﾊﾟｰｿﾅﾙｺﾝﾋﾟｭｰﾀ
及びその周辺機器

回収の促進に向けた取組を実施35. ﾚﾝｽﾞ付きﾌｨﾙﾑ

用管理物質を定め使用状況の把握を行う34. 自動販売機

小形・高効率化、長寿命化開発の実施33. 蛍光灯等

回収・ﾘｻｲｸﾙ目標値の設定を検討中32. 携帯電話・PHS

材質表示方法等について検討中31. システムキッチン

材料情報の提供方法等について検討中30. 浴槽及び浴室ﾕﾆｯﾄ

塩ﾋﾞ管継手の受入拠点の拡充29. 建設資材

配電線のﾘｻｲｸﾙ向上に向けた取組実施28. 電線

分別方法を検討し、ﾘｻｲｸﾙの効率化を図る27. 潤滑油

ﾘｻｲｸﾙｼｽﾃﾑ構築に向け検討中26. 繊維製品

アセスメントガイドラインの見直し25. ガス・石油機器

共同回収システムの拡大を検討中24. 複写機

回収率 60％ [H17年度]21. 消火器

適正処理のための広報の実施20. 小形ガスボンベ
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業界団体名 製品アセスメントガイドラインの動向 備考 

1994. 7月 「リサイクル促進のための製品設計段階にお

ける事前評価のガイドライン」作成 

（社）日本自動車工業会 2001.12月 「使用済物品等の発生の抑制／再生資源又は

再生部品の利用に関する判断基準ガイドライ

ン」作成 

 

1997. 6月 「自転車製品アセスメント・マニュアルガイドラ

イン」作成 

2002. 3月 「自転車製品アセスメント・マニュアルガイドラ

イン」改定（３Ｒ対応及び電動自転車の追加） （財）自転車産業振興協会 

2006. 3 月   「自転車製品アセスメントマニュアルガイドライ

ン」改定（環境負荷物質の使用に関する指針追

記） 

 

1991.10月 「家電製品・製品アセスメントマニュアル」作成 

1994.10月 「家電製品・製品アセスメントマニュアル」改定 

1998. 9月 「テレビジョンリサイクルのための設計ガイドラ

イン」作成 

2001. 3月 「家電製品・製品アセスメントマニュアル」改定 

（３Ｒ対応） 

2004.9 月   「家電製品・製品アセスメントマニュアル」第３版

追補版作成 

（財）家電製品協会 

2006.5月   「家電製品・製品アセスメントマニュアル」第４版 

         作成 

2005 年 12 月頃制定さ

れるＪＩＳ規格「電気・電

子機器の特定の化学

物質の含有表示」に基

づいた、グリーンマー

クを採用、貼付すべく、

その家電製品に応じた

ガイドラインを作成予

定。 

1996. 4月 「オフィス家具の環境対策ガイドライン」作成 

1998. 4月 「ＪＯＩＦＡ環境自主行動計画」作成 

2001. 4月 「オフィス家具の環境対策ガイドライン」改定 

（３Ｒ対応） 

2001. 4月 「金属家具製品アセスメントマニュアル」作成 

2002. 6月 「ＪＯＩＦＡ環境自主行動計画」改定 

2003.5 月   「中古家具取扱いに関する考え方」を発表、普

及のためのセミナーを実施する（東京・大阪）。 

（社）日本オフィス家具協会 

2004.3 月   「ＪＯＩＦＡ環境自主行動計画フォローアップ報告

書」作成 

「オフィス家具の環境

対策ガイドライン」を改

定中。「ＪＯＩＦＡ環境自

主行動計画」の改定に

ついて検討。 

1992. 3月 「照明器具・製品アセスメントマニュアル」作成 

1995.12月 「照明器具・製品アセスメントマニュアル」改定 
（社）日本照明器具工業会 

2001. 9月 「照明器具・製品アセスメントマニュアル」改定 

（３Ｒ対応） 

 

日本遊技機工業組合、日本電動式

遊技機工業協同組合 

1998. 1月 「製品アセスメントマニュアル」作成 

日本遊技機工業組合 2001. 7月 「製品アセスメントマニュアル」改定（３Ｒ対応） 

日本電動式遊技機工業協同組合 2001. 8月 「製品アセスメントマニュアル」改定（３Ｒ対応） 

 

（社）電子情報技術産業協会 

（旧：（社）日本電子工業振興協会） 

1995. 7月 「情報処理機器の環境設計アセスメントガイド

ライン」作成 

国際標準の動向を踏

まえ、ガイドラインの見

直しを検討する。 

 

１－６ 業界団体における製品アセスメントガイドラインの
策定・改定等の動向

（平成1８年９月末現在）
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業界団体名 製品アセスメントガイドラインの動向 備考 

1994. 1月 「地球環境保護を考慮した事務機器製品開発

のための指針」作成 

2000. 3月 「製品アセスメントマニュアル作成のためのガ

イドライン調査報告書（複写機等）」作成（３Ｒ対

応） 

（社）ビジネス機械・情報システム産

業協会 

（旧：（社）日本事務機械工業会） 

2006. 7月   「製品アセスメントマニュアル作成のための３Ｒ

設計ガイドライン（複写機・複合機）」作成 

「製品アセスメントマニ

ュアル作成のための

ガイドライン」を最新の

内容にするため全面

見直しを実施した。 

1993. 4月 「ガス機器アセスメントガイドライン」作成 （社）日本ガス石油機器工業会及び

（社）日本ガス協会 1997. 2月 「ガス機器アセスメントガイドライン」改定 

1993.10月 「石油機器アセスメントガイドライン」作成 
（社）日本ガス石油機器工業会 

1998. 9月 「石油機器アセスメントガイドライン」改定 

（社）日本ガス石油機器工業会及び

（社）日本ガス協会 

2001. 3月 「ガス・石油機器アセスメントガイドライン」改定 

          （３Ｒ対応） 

（社）日本ガス石油機

器工業会において、平

成１７年度中に「ガス・

石油機器アセスメント

ガイドラインの実施状

況と実施しての成果の

まとめ」をHPで公表で

きるように準備を進め

る。 

キッチン・バス工業会、強化プラス

チック協会浴槽部会、日本浴室ユニ

ット工業会 

2001. 6月 「浴室ユニット製品アセスメントマニュアル」作

成（３Ｒ対応） 

2003. 6月 「浴室ユニット製品アセスメントマニュアル」改

定 

2005      浴室ユニット３R事例集をキッチン・バス工業会

のHPで公表 

平成１７年度におい

て、「浴室ユニット製

品アセスメントマニュ

アル」の改定を実施す

る。 

キッチン・バス工業会 

2001. 4月 「システムキッチン製品アセスメントマニュア

ル」作成（３Ｒ対応） 

2003～    製品アセスメント実施状況調査を行い、その結

果をキッチン・バス工業会HPに掲載 

2005～     「システムキッチン３R 事例集（第一版）」を発

行、HPで公表 

平成１６年度の製品ア

セスメント実施状況調

査結果を参考にしなが

ら、マニュアルの見直

しを行う。 

1992. 7月 「ランプ及び安定器・製品アセスメントマニュア

ル」 
（社）日本電球工業会 

2002. 7月 「ランプ及び安定器・製品アセスメントマニュア

ル」改定（３Ｒ対応） 

 

1997. 8月 「自動販売機製品アセスメントマニュアル」作成 

2002. 3月 「自動販売機製品アセスメントマニュアル」改定 

          （３R 対応）→「自動販売機製品アセスメントガ

イドライン」に名称変更 
日本自動販売機工業会 

2004. 3月   「自動販売機製品アセスメントガイドライン」改定

（評価表見直し） 

製品アセスメント実施

状況を日本自動販売

機工業会HPに公表す

る。 

情報通信ネットワーク産業協会 

（旧：通信機械工業会） 

2001. 3月 「携帯電話・ＰＨＳの製品環境アセスメントガイ

ドライン」作成 

2004.2 月   「携帯電話・ＰＨＳの製品環境アセスメントガイド

ライン」改定 

2004.11月   参加会社11社の代表機種について、ガイドラ

インの全評価項目の調査を実施    

 

（社）日本エアゾール協会 
2002.. 8月 「エアゾール容器の易リサイクル設計ガイドラ

イン」作成 

 

出典：業界団体へのヒアリング等をもとに作成 出典：産業構造審議会環境部会第１４回廃棄物・リサイクル小委員会資料
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２－１ 物質フロー及び循環基本計画３指標の状況

○資源有効利用促進法の施行後、他のリサイクル制度や産業界の自主的取組と相まっ
て、最終処分量の削減やリサイクル資源量の増加が着実に進展し、循環型社会形成
推進基本計画で定められた３つの政策目標（資源生産性（入口）、循環利用率（循環）、
最終処分量（出口））の達成に向けて一定の効果を発揮。

１．資源生産性
（＝GDP / 天然資源等投入量）

３．最終処分量
（＝廃棄物最終処分量）

（平成１５年度のフロー）

（注）産出側の総量は、水分の取り込み等があるため総物質投入量より大きくなる。 （出典：環境省）

国内資源（966）

自然還元（85）

最終処分
減量化（239）

エネルギー消費（423）

循環利用量（223）

天然資源等投入量
（1,755）

輸入
（788）

総物質投入量
（1,978）

食料消費（121）

廃棄物等
の発生
（581）

蓄積純増（935）

国内資源（890）

輸出（152）

最終処分
（35）減量化（238）

エネルギー消費（456）

循環利用量（247）

資源（738）

製品（69）

天然資源等投入量
（1,697）

輸入（807）

総物質投入量
（1,944）

食料消費（123）

（単位：百万トン）

廃棄物等
の発生
（608）

蓄積純増（834）

我が国の物質フロー（平成１６年度）

２．循環利用率
（＝循環利用量 / （循環利用量＋天然資源等投入量））

8.1
8.7 8.5

9.4

11.2

12.3 12.3 12.2 12.5
13.2 13.2

2.5
3.1 3.2 3.3

3.7 3.9 4.3 4.5

6.1

7.2

13.1

3.0
2.7

0.0

2.0

4.0

6.0

8.0

10.0

12.0

14.0

H5 H6 H7 H8 H9 H10 H11 H12 H13 H14 H15 H16

年度

年
一般廃棄物 産業廃棄物

【参考】最終処分場の残余年数

２．取り巻く状況の変化
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２－２ ２１世紀環境立国戦略の概要

○平成１９年６月１日に閣議決定された「２１世紀環境立国戦略」において、例えば、
３Ｒを通じた地球温暖化対策への貢献など、低炭素社会、循環型社会、自然共
生社会の３つの側面の相互関係を踏まえ、統合的な取組を展開していくことが
不可欠であると提言されている。
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２－３ 国際的な資源制約の高まり

○アジア等の経済成長に伴い、生産活動に必要な各種資源の需要が国際的に増
大するとともに、価格高騰も継続。

○特に、自動車、電気・電子機器といった高度なものづくりに不可欠なレアメタルに
ついては、供給源の偏在性や資源ナショナリズムの動き、資源開発に伴う環境
汚染問題等により、供給リスクが増大。

●金属系資源の価格推移等

●化石系資源の価格推移

各種資源の価格の推移

出典：財務省貿易統計に基づき作成

レアアース生産国の推移

0

20,000

40,000

60,000

80,000

100,000

120,000

140,000

1979 1984 1989 1990 1991 1992 1993 1994 1995 1996 1997 1998 1999 2000 2001 2002 2003 2004 2005 2006 年

R
 E
 O
 (
 酸
化
物
量
, 
t 
)

中　国

米国
その他

中国ﾊﾞｲﾕﾝｵﾎﾞ鉱山；１９８０年代半ばから生産開始

米国マウンテンパス鉱山：１９９８年の生産休止

出典：Mineral Commodity Summaries 2007

中国の安値攻勢

％
鉄スクラップ US$/t 73.9 273.3 370%

アルミ US$/kg 1.4 2.7 196%

銅 US$/kg 1.6 7.4 459%

鉛 US$/kg 0.5 2.2 441%

インジウム US$/kg 85.0 710.0 835%

ニッケル US$/kg 6.5 52.2 798%

タングステン（鉱石） US$/MTU(*) 35.3 165.0 467%

プラチナ US$/kg 16,517.7 41,465.5 251%

レアアース（ネオジム） US$/kg 7.3 44.0 603%

レアアース（ジスプロシウム） US$/kg 34.0 120.0 353%

2002年3月 2007年5月

19,206 19,381
21,406

24,741

35,460

46,751

30,659
28,983

30,549 31,221

37,222

46,936

10,000

15,000

20,000

25,000

30,000

35,000

40,000

45,000

50,000

2001年 2002年 2003年 2004年 2005年 2006年

原油及び粗油（円／KL） 天然ガス及び製造ガス（円／MT）
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出典：物質・材料研究機構資料

○レアメタル以外の一般的な金属資源についても、２０５０年を見通せば、資源制
約が顕在化するとの学術研究も行われている。
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２－４ 各国における３Ｒに関する制度導入の動き

○世界各国において３Ｒ関連制度の導入の動きが進展しつつあり、アジア諸国にお
いては、我が国と 異なるＥＵの制度に倣ったリサイクル関連制度を整備する国も現

れつつある。さらに、ＥＵにおいては環境配慮設計に関する新たな制度の導入が
進められている。

WEEEWEEEWEEE

RoHSRoHSRoHS

EuPEuPEuP

ELVELVELV

RoHS指令
電化製品における、６
有害物質の使用を制
限する指令

RoHSRoHS指令指令
電化製品における、６
有害物質の使用を制
限する指令

WEEE指令
廃電気・電子機器の回
収・リサイクル指令

WEEEWEEE指令指令
廃電気・電子機器の回
収・リサイクル指令

EuP指令
エネルギー使用製品
に対するエコデザイン
要求事項の設定の枠
組み指令

EuPEuP指令指令
エネルギー使用製品
に対するエコデザイン
要求事項の設定の枠
組み指令

ELV指令
自動車リサイ
クル指令

ELVELV指令指令
自動車リサイ
クル指令

中国版RoHS中国版中国版RoHSRoHS

中国版WEEE中国版中国版WEEEWEEE

廃旧家電及電子産品収処理管理条例
《中国版WEEE》

電子信息産品汚染防治管理弁法
《中国版 RoHS》

廃旧家電及電子産品収処理管理条例
《中国版中国版 WEEEWEEE》

電子信息産品汚染防治管理弁法
《中国版中国版 RoHSRoHS》

韓国版RoHS韓国版韓国版RoHSRoHS

韓国版WEEE韓国版韓国版WEEEWEEE

韓国版ELV韓国版韓国版ELVELV

資源有効利用促進法資源有効利用促進法資源有効利用促進法

個別リサイクル法個別リサイクル法個別リサイクル法

タイ版WEEEタイ版タイ版WEEEWEEE

タイ版RoHSタイ版タイ版RoHSRoHS

加州版RoHS加州版加州版RoHSRoHS

ｵｰｽﾄﾗﾘｱ版WEEEｵｰｽﾄﾗﾘｱ版ｵｰｽﾄﾗﾘｱ版WEEEWEEE

ｱﾙｾﾞﾝﾁﾝ版RoHSｱﾙｾﾞﾝﾁﾝ版ｱﾙｾﾞﾝﾁﾝ版RoHSRoHS

AB2202
WEEE指令附属書Aに記載され
たｴﾚｸﾄﾛﾆｸｽ製品の販売禁止
SB50
6物質を含有した4ｲﾝﾁ以上のﾃﾞｨ
ｽﾌﾟﾚｲの販売禁止

AB2202AB2202
WEEE指令附属書Aに記載され
たｴﾚｸﾄﾛﾆｸｽ製品の販売禁止
SB50SB50
6物質を含有した4ｲﾝﾁ以上のﾃﾞｨ
ｽﾌﾟﾚｲの販売禁止

加州版WEEE加州版加州版WEEEWEEE

電気・電子製品および自動車の資源リサイ
クルに関する法律

電気・電子製品および自動車の資源リサイ電気・電子製品および自動車の資源リサイ
クルに関する法律クルに関する法律

ｱﾙｾﾞﾝﾁﾝ版WEEEｱﾙｾﾞﾝﾁﾝ版ｱﾙｾﾞﾝﾁﾝ版WEEEWEEE
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３－１ サプライチェーンやライフサイクルの視点の重要性

○産業構造審議会製品３R高度化WGの報告書においては、製品に関する３Ｒの一
層の高度化に向けて、「ライフサイクル・シンキング型社会システムへの変革を目
指すべき」との提言がなされた。

○特に、製品のサプライチェーンを含むライフサイクル全体において、天然資源消
費量や環境負荷の最小化を実現するような環境配慮設計やリサイクルシステム
の確立が重要となっている。

○既に、一部企業では、サプライチェーンにおける摺り合わせ力を活用した資源投
入量の抑制や製造事業者とリサイクル事業者の連携による再生材の有効利用を
図る取組が進展しつつある。

「グリーン・プロダクト・チェーンの実現に向けて」「グリーン・プロダクト・チェーンの実現に向けて」
（産業構造審議会環境部会（産業構造審議会環境部会
廃棄物・リサイクル小委員会廃棄物・リサイクル小委員会
製品３製品３RRシステム高度化システム高度化WGWG 取りまとめ）取りまとめ）【【抜粋抜粋】】（平成（平成1717年年88月）月）

１．製品３Ｒシステムの高度化を図る上で目指すべき
社会像

(2)必要な視点及び対応の在り方

【ライフサイクル・シンキング型社会システムへの変革】
○製品のライフサイクル全体において、天然資源消費量、廃棄物発生量及
び環境負荷を最小化するような対応が可能となるよう、製品の廃棄まで
を考慮した「ゆりかごから墓場まで」のシステムではなく、再生材・再生部
品の利用までを見据えた「ゆりかごからゆりかご」までのシステムを我が
国の経済社会にビルトイン（ライフサイクル・シンキング型社会システム
に変革）することを目指すべきである。

３．製品ライフサイクル全体での最適化・効率化 【製造段階】
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３－２ 調達戦略（減量化・原価低減）のグリーン化と次世代車戦略

日本の誇る調達の現代化

現場カイゼン 次世代車戦略 ﾏﾃﾘｱﾙﾌﾛｰﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ

減量化 原価低減

＜想定される事例＞
・メーカー経験の
サプライヤー展開
（鍛造から塑性加工、
強化プラ活用、静電ガン、
水性塗料、プレス屑低減、
鋼板シャー改良、
スパッタレスなど）

・材料・加工手法の選択
（切削、鍛造、鋳造、焼結、
樹脂成形、ニアシェイプなど）

・循環ポンプ
（ダイヤフラム、
ギア式等の選択）

・グリーンを切り口にした事例
探しが今後のVA/VEと原低
の鍵では？

＜レアメタル戦略
とも連動＞

・Nd, Dy含有高性能
磁石と代替材料
・Li, Co含有リチウム
電池電極とMn系・Fe
系代替
・Pt, Rh, Pd, Ru代替・
削減

＜燃料電池の
無駄レス化＞

・セパレータ材料
・固体高分子膜
・水素貯蔵タンク
・水素貯蔵材料

＜異業種の省資源化
成功例等＞

・キヤノン（８０％削りしろ削減）
・日東電工（負の製品２／３削減）
・田辺製薬（活性汚泥処理に変更、
維持費削減、省エネ・省ＣＯ２）

・リコー（川中５０社に上方展開、２
８０社まで拡大予定）
・その他企業でも取組み多し
（グンゼ、松下電産、矢崎電線、
ハウス食品等）

・異業種躍進企業の成功例の
取り込み展開も原低に貢献
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３－３ 部品・最終製品の製造段階で発生する工程くずの発生量の状況

○金属系資源や化石系資源を含有する副産物の発生量（及び発生量原単位）が近
年横ばいであるため、こうした副産物の発生の抑制の取組が重要。

0
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1200

1998年 1999年 2000年 2001年 2002年 2003年 2004年 2005年

0.0000

0.0200

0.0400

0.0600

0.0800

0.1000

0.1200

●鉄加工スクラップの発生量及び発生量原単位

※2003年度の加工屑発生実態調査による
見直しにより、2003年度以降ではデータが
不連続となった。

出典：日本鉄源協会の資料をもとに作成

●プラスチックくずの発生量及び発生量原単位
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発生量原単位＝加工ロス／生産量

（単位：万トン）

（単位：万トン）

出典：社団法人プラスチック処理促進協会
の資料をもとに作成
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225,024 48,000 4.69

344,547 102,000 3.38

2,831,032 1,331,000 2.13

4,423,768 2,706,000 1.63

7,211,252 5,422,000 1.33

299,757 293,000 1.02

541,445 536,000 1.01

192,994 195,000 0.99

71,443 102,000 0.70

3,549,650 8,416,000 0.42

321,296 772,000 0.42

242,466 757,000 0.32

585,150 1,843,000 0.32

131,785 449,000 0.29

853,498 4,198,000 0.20

748,714 5,796,000 0.13

誘発発生量①
（単位：トン）

直接発生量②
（単位：トン）

※電気・電子機器製造業・・・

精密機械器具製造業

パルプ・紙・紙加工品製造業

繊維工業（染色・整理業）

鉄鋼業

石油製品・石炭製品製造業

プラスチック製品製造業

ゴム製品製造業

電気・電子機器製造業(家電製品・ＰＣ等)（※）

窯業・土石製品製造業

化学工業

家具・装備品製造業（金属家具・その他）

①／②

産業廃棄物・有価発生物の状況調査における「電気機械器具製造業」
「情報通信機械器具製造業」「電子部品・デバイス製造業」の合計

※輸送用機械器具製造業・・・ 産業廃棄物・有価発生物の状況調査における「自動車製造業」「自動
車車体・付随車、自動車部品・付随品製造業」の合計

非鉄金属製造業

一般機械器具製造業(複写機等)

その他の製造業

印刷・同関連業

輸送用機械器具製造業(自動車等)（※）

○産業連関表を用いて、各種製造業についての直接発生量及び誘発発生量を試算
した結果によれば、輸送用機械器具（自動車等）製造業や電気・電子機器（家電・
PC等）製造業などにおいて、直接発生量に対する誘発発生量の比率や、誘発発
生量と直接発生量の合計量は、非常に大きくなっている。

○こうした大きなサプライチェーンを有している業種で製造する製品では、川上・川中
企業と川下企業の連携による全体最適化を通じて、副産物の発生量が更に促進さ
れる余地が大きいと考えられる。

直接発生量とは・・・ その業種（川下）において発生した副産物の発生量

誘発発生量とは・・・ その業種において製造される最終製品のサプライチェーン、つまり、原材料、
部品等を製造する過程（川上・川中）において発生した副産物の発生量

●●各種製造業における直接・誘発副産物の発生量（平成各種製造業における直接・誘発副産物の発生量（平成1717年度）年度）

出典：平成17年度産業廃棄物・有価発生物の状況調査及び
平成17年産業連関表（簡易延長表、平成12年固定価格）を基に試算

※副産物・・・この表においては金属系資源・化石系資源に関連する副産物のこと
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○例えば、自動車については、川下の自動車製造業のみならず、川中の部品製造
業でもリサイクルの進展で最終処分量は低減。しかし、副産物発生量は自動車製
造業を上回り、近年横ばいで推移。電気・電子機器についても同様。

○こうした製品においては、サプライチェーンにおける川上・川中企業と川下企業の
連携を通じて、副産物の発生の抑制を更に促進する取組が重要であると考えられ
る。

●自動車製造業における
副産物等発生量と最終処分量の推移

（単位：万トン） （単位：万トン）

292
305

351

291
308

342
337

6.3 5.1 3.7 2.5 2.1 1.4 1.0
0

100

200

300

400

500

11FY 12FY 13FY 14FY 15FY 16FY 17FY

副産物発生量

最終処分量
413

372
356

369

402
417

413

761110161513

0

100

200

300

400

500

11FY 12FY 13FY 14FY 15FY 16FY 17FY

副産物発生量

最終処分量

●自動車部品製造業における
副産物等発生量と最終処分量の推移

出典：経済産業省「産業廃棄物（鉱業廃棄物）・有価発生物の動向調査」

159

187

220

187

225 220
237

204

3.5
13.7 16.3 16.0 9.4 7.9 6.5 4.7

0

100

200

300

400

10FY 11FY 12FY 13FY 14FY 15FY 16FY 17FY

副産物発生量

最終処分量

●電気・電子機器製造業（関係４団体分※）における
副産物等発生量と最終処分量の推移

○電気・電子機器製造業全体の副産物発生量に占める、「電
気機械器具・情報通信機器器具製造業」及び「電子部品・
デバイス製造業」の副産物発生量の割合（平成17年度）

※（社）ビジネス機械・情報システム産業協会、(社)日本電機工業会、
情報通信ネットワーク産業協会、(社)電子情報技術産業協会

電気機械器具・

情報通信機器器具製造業
４３％

電子部品・デバイス製造業 ５７％

（単位：万トン）
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○主要なレアメタル鉱種に関するマテリアルフロー調査の結果によれば、例えば、 液

晶パネルに含まれるインジウム、ネオジム磁石に含まれるレアアース等は、製造工
程くずとしての排出量が多く、その発生抑制を通じた資源投入量の抑制が課題。こ
のように、製造工程における副産物の発生抑制はレアメタル等の確保対策としても
重要。

３－４ レアメタルのマテリアルフロー調査の概要

＜工程くず＞ ＜使用済み製品＞

現状

○製品含有のｲﾝｼﾞｳﾑ量
は、液晶ﾊﾟﾈﾙ製造用ITO
ﾀｰｹﾞｯﾄ中のｲﾝｼﾞｳﾑの約
3%に過ぎない
○使用済液晶ﾊﾟﾈﾙ中のｲ
ﾝｼﾞｳﾑは回収されていな
い

○使用済製品中のﾈｵｼﾞﾑ
磁石単体の回収はほとん
ど行われていない

○他の金属くずと併せて、
製鋼原料としてﾘｻｲｸﾙ

○使用済触媒はほとんど
回収され、触媒用途や特
殊鋼用途としてﾘｻｲｸﾙ

○使用済み超硬工具の
約2割は、国内で超硬工
具用途、特殊鋼用途とし
てﾘｻｲｸﾙ

○JBRCﾙｰﾄで回収された
使用済み電池は、磁性材
料用途としてﾘｻｲｸﾙ

○製品に使用される特殊
鋼の多くは、鉄ｽｸﾗｯﾌﾟとし
てﾘｻｲｸﾙ

○自動車部品の一部は
特殊鋼用途としてﾘｻｲｸﾙ

現状 課題 課題

液晶ﾊﾟﾈﾙ

（ｲﾝｼﾞｳﾑ）

○○液晶ﾊﾟﾈﾙ製造用液晶ﾊﾟﾈﾙ製造用ITOITO
ﾀｰｹﾞｯﾄ中のｲﾝｼﾞｳﾑの約ﾀｰｹﾞｯﾄ中のｲﾝｼﾞｳﾑの約
70%70%が使用済材として排が使用済材として排

出出

○使用済材は再度ﾀｰ
ｹﾞｯﾄ原料としてﾘｻｲｸﾙ

○○ﾈｵｼﾞﾑ磁石用原料のﾈｵｼﾞﾑ磁石用原料の
約約35%35%程度が工程くずと程度が工程くずと

して排出して排出

○工程くずの約半数が
国内合金ﾒｰｶｰによって
磁石用途としてﾘｻｲｸﾙ

（工程くずはほとんど発
生しない。）

○超硬工具製造原料の
約2割が工程くずとして
排出

○工程くずは国内ﾀﾝｸﾞｽ
ﾃﾝｶｰﾊﾞｲﾄﾒｰｶｰによって
超硬工具用途等としてﾘ
ｻｲｸﾙ

○電池材料・電池製造時
の工程くずは、磁性材料
用途としてﾘｻｲｸﾙ

○特殊鋼ﾒｰｶｰ内で発生
する工程くずは、自社内
でほぼ100%ﾘｻｲｸﾙ

○○液晶ﾊﾟﾈﾙ製造時にお液晶ﾊﾟﾈﾙ製造時にお
ける工程くずの発生抑制ける工程くずの発生抑制

○ﾌﾟﾛｾｽの収率・経済性
の向上（使用済ﾀｰｹﾞｯﾄ
材）

○内張り材料の開発（装
置内壁）、抽出ｺｽﾄの低減
（ﾊﾟﾈﾙ不良品）

○ﾘｻｲｸﾙの効果・効率性
の検討

○液晶ﾊﾟﾈﾙからのｲﾝｼﾞｳ
ﾑ抽出ｺｽﾄ低減

ﾈｵｼﾞﾑ磁石

（ﾚｱｱｰｽ）

○○磁石製造時における工磁石製造時における工
程くずの発生抑制程くずの発生抑制

○経済性のあるﾘｻｲｸﾙﾌﾟ
ﾛｾｽの開発・整備

○最終製品からのﾘｻｲｸﾙ
のための要素技術の開
発・高度化とこれらのｼｽﾃ
ﾑ化

触媒

（ﾚｱﾒﾀﾙ全般）

－ ○海外での回収ﾙｰﾄ整備
と制度的障害の除去

○技術優位性の維持。

超硬工具

（ﾀﾝｸﾞｽﾃﾝ）

○超硬工具用途としてﾘｻ
ｲｸﾙするための経済性の
あるﾘｻｲｸﾙﾌﾟﾛｾｽの開発・
整備

○回収ﾙｰﾄ整備と回収量
確保

○経済性のあるﾘｻｲｸﾙ技
術確立

ﾘﾁｳﾑｲｵﾝ電
池

（ｺﾊﾞﾙﾄ）

○高純度回収技術の開
発

○ﾘｻｲｸﾙ制度に基づく更
なる回収率向上

○高純度回収技術の開
発

特殊鋼

（ﾚｱﾒﾀﾙ全般）

－ ○徹底した分別による未
回収資源のﾘｻｲｸﾙ促進
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●インジウムのマテリアルフローの概要（2005年）

●レアアース（ネオジム鉱石）のマテリアルフローの概要（2005年）

NdFeB合
金

NdFeB磁
石

ハイブリッド自動車
パソコン
産業機械

家電(エアコン、洗濯機等)

最終製品

ネオジム(Nd)：
3,800ｔ

ジスプロシウム(Dy)：
330ｔ

新規原料

海外で

リサイクル
Nd : 650t

Dy : 55t

国内で

リサイクル

Nd : 650t

Dy : 55t

使用済製品
からのリサイ
クルはなし

部品

研削くず
Nd : 1300t

Dy :  110t

※数字は推計値

出典：平成１８年度鉱物資源供給対策調査

透明電極

ボンディング材

液晶テレビ・
プラズマテレビ

等

最終製品

インジウム(Ｉｎ)：
８０0ｔ

新規原料

国内で

リサイクル

使用済製品
からのリサイ
クルはなし

部品

ＩＴＯターゲッ
トの使用済
品 : 

3３０ t

産業廃棄物
処理等
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３－５ サプライチェーンにおけるＭＦＣＡ（マテリアルフローコスト会計）
の活用事例

○製品の生産プロセスにおける資源投入量の抑制を図る取組として、ＭＦＣＡ※を生産
現場に適用し、効果を上げている例もみられる。
※ＭＦＣＡは、副産物（端材、不良品、不良在庫等を含む。）の正確な原価を算定することを可能と
し、その投入資源の抑制に特に有効に機能する環境管理会計手法である。

●ＭＦＣＡの概要

・製造プロセスにおいて廃棄物に係るマテリアルコスト、システムコスト、エネルギーコスト、廃棄物処理
コストを物量単位と金額単位で測定するシステム。→副産物・排出物の正確な原価を算定。
・環境管理会計（企業の内部管理に特化した環境会計）の主要手法。

インプット
(100kg)

原材料費1,000円
加工費 600円

アウトプット
製品１個 (80kg)
原材料費1,600円生産プロセス

（20kg）
原材料費 200円
加工費 120円
合計 320円

廃棄物

アウトプット

製品 １個(80kg)
原材料費 800円
加工費 480円
合計 1,280円

インプット

(100kg)
原材料費1,000円
加工費 600円
合計 1,600円

生産プロセス

負の製品

通常の原価計算

ＭＦＣＡ

伝統的な原価
計算では構造的に
見落とされる

副産物出すなら入れるな、ムダ０に。
コスト削減と生産性アップ！

MFCAをベースにしたP/L（単位：千円）

2,500 売上

1,600 製品の原価合計

960

640

正の製品原価

負の製品原価（ロスコスト）

900 売上利益

400 販売管理費

500 営業利益

（不明）

500営業利益

400販売管理費

900売上利益

（不明）

1,600良品(製品)の原価

2,500売上

伝統的原価計算のP/L（単位：千円）

伝統的なP/Lと（通常の）原価計算で
は、原価のロスは把握できない。

ＭＦＣＡでは、原価のロスが「負の製品原価」として自動的

に現れる。 コスト削減課題、改善効果を明確にしやすい。

●伝統的な原価計算とMFCAの違い
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改善実績と目標
（エレクトロニクス用粘着テープ：豊橋事業所）

改善実績と目標
（エレクトロニクス用粘着テープ：豊橋事業所）

○例えば、キヤノン株式会社では、ＭＦＣＡをサプライチェーンの上流に当たる部品製
造子会社に展開し、グループ全体で取り組むことで部品製造・調達コストを低減させ、
環境負荷の低減とコストダウンを同時に追求。日東電工株式会社においても、同様
の取組が見られる。

●キヤノン㈱の事例

◆売上高に占める環境対応コスト（産廃原価等）が営業利益にほぼ相当。エレクトロニクス用
粘着テープの生産工程（負の製品３２％）に導入→改善計画と設備投資を決定。
〈原因〉
マテリアルロスの大きいところは、主にテープの①塗工工程と②切断工程における、①粘着
材と基材の凹凸と②テープの切りしろのムダ等。
〈対策〉
①基材のクリーニング方法の改善、
②テープの幅を製品の仕様に合わせた幅に変更等、
③これらに対応できる生産設備を導入（７億円）。

２００１ ２００３ ２００７

（目標）

正の製品 ６８％ ７８％ ９０％

負の製品 ３２％ ２２％ １０％

合計 １００％ １００％ １００％

←セパレータ

←粘着材

←基材

エレクトロニクス用粘着テープ【３層構造】

●日東電工㈱（豊橋事業所）の事例

◆レンズ加工工程へ導入→ニアーシェイプ技術によるブレイクスルー

〈原因〉マテリアルロスの２／３がレンズの荒研削工程で発生するスラッジと廃液等の処理コスト。

〈対策〉ニアーシェイプによるスラッジ量の削減

〈効果〉研削量の削減→スラ

ッジ処理量、加工工数、エ

ネルギー使用量、廃水処

理量、汚泥処理量の削減等

＜経済産業省委託ﾏﾃﾘｱﾙﾌﾛｰｺｽﾄ会計開発・普及調査事業から＞＜経済産業省委託ﾏﾃﾘｱﾙﾌﾛｰｺｽﾄ会計開発・普及調査事業から＞
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導入企業は開示にも極めて積極的＆オープン

＜エコプロダクツ展＜エコプロダクツ展2007  2007  ＭＦＣＡシンポジウムから＞ＭＦＣＡシンポジウムから＞

●田辺製薬吉城工場㈱の事例

（少量多品種の小分包装プロセス）

ロス総額の３０％を占めていた顆粒分包ラインで、要因を分析

し、サプライチェーン企業と連携して対策を講じた結果、２／３に
削減。その分、純利益増に大きく貢献。まさにグリーン・サプライ
チェーン。

●㈱島津製作所の事例
（無電解ニッケルメッキラインにおける試行）

環境影響評価指標をシステムコスト（設備の減価償却費や人件
費など）の配賦率に活用。MFCAにより、廃棄物処理や環境監視
に係わるコスト（環境コスト）を可視化した評価の結果、実際の売
価を上回る原価であることが明らかとなり、製品原価の見直しに
貢献した。

●キヤノン化成㈱の事例
（精密機能部材加工プロセス）

加工プロセスにＭＦＣＡは有効。良品率は限界まで向上してい

たが、実は、マテリアルロスが６０％も残っていた。２３職場で社
長のトップダウンで全面展開。累積削減金額７億円（→即利益
増）。現場に成功体験を積ませ自己回転し始めた。補材の削減
手法は現場にしか分からない。
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●企業別の負の製品の割合（２００５年度） 【参考】
（注）環境報告書に掲載されている数字をベースに資料を作成。

上段：千トン
下段： ％

４６６０１９１２５１

（２３．９）（７６．１）（１００）

１７０２００２，４１３２，６１３

（７．７）（９２．３）（１００）

（２２．３）（７７．７）（１００）

７８８３２９０３７３

（１３．５）（８６．５）（１００）

（１７．６）（８２．４）（１００）

１９８９１０８

３１３３２１１２４４

【備考】
（廃棄物のうち

リサイクル量）

廃棄物

（負の製品）

製品

（正の製品）

Ｂ 社

Ａ 社

Ｄ 社

Ｅ 社

Ｃ 社

会社名 原材料

プロセス 企業、工場 製品 MFCA適用の特徴

部品加工 サンデン コンプレッサー部品 鍛造切削材などの金属機械加工に適用

材料加工 グンゼ 男性用衣料品 原糸を材料とした、編織～染色～裁断縫製の一貫製造ﾌﾟﾛｾｽに適用

材料加工 グンゼ 樹脂ベルト 樹脂の成型加工に適用

材料加工 グンゼ 液晶タッチパネル 液晶タッチパネルに用いる樹脂とガラスの加工プロセスに適用

材料加工 ホクシン MDF中質繊維板 素材の木材チップを加工し、 MDF中質繊維板を製造するﾌﾟﾗﾝﾄに適用

材料加工 ジェイティシィエムケイ プリント配線板 プリント配線板の一貫製造プロセスに適用

材料加工 日本ﾄｰｶﾝﾊﾟｯｹｰｼﾞ 段ボール製品 原紙ロールから段ボール製品を製造する一貫製造プロセスに適用

材料加工 日本ﾄｰｶﾝﾊﾟｯｹｰｼﾞ 紙器製品 板紙から化粧箱などの紙器製品を製造する一貫製造プロセスに適用

材料加工 トッパン建装ﾌﾟﾛﾀﾞｸﾂ フィルム製品 多品種少量の建築装材製造ラインに適用

材料加工 矢崎電線 電線ケーブル 製造プロセスの中の一部工程に適用

食品加工 ハウス食品 加工食品 装置主体の少品種大量生産型食品製造業に適用

食品加工 （旧）富士製粉 小麦粉プレミックス製品 混合・充填工程を中心とした多品種少量生産型食品製造業に適用

化学品製造 新日本理化 アルコール製品 化学製品の素材製造・連続大量生産品の製造に適用

化学品製造 ダイソー ファインケミカル製品 多品種少量生産の化学品製品開発段階に適用

部品加工組立 ＮＴＮ 軸受部品 部品の機械加工～組立の一貫して適用

部品加工組立 松下電器産業 モータ部品 部品の機械加工～組立の一貫して適用

部品組立 四変テック 蛍光灯用安定器 安定器の自動組立ラインのチョコ停改善に適用

製品組立 四変テック 標準変圧器 変圧器の組立ラインに適用

物流 グンゼ 衣料品 商品物流に適用

●ＭＦＣＡの適用事例 （平成16年及び17年度度研究事例） http://www.jmac.co.jp/mfca/case/01_16.php
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３－６ ライフサイクル全体における廃棄物量低減の先進的取組
～㈱リコーの事例～

○株式会社リコーでは、国内の部品サプライヤーに、廃棄物やＣＯ２などの環境負荷
を算出するソフトウェアを配布し、その算定・管理を求めている。
（５０社で試行中。平成２０年春以降に約２８０社に拡大する方針）

○部品サプライヤーと連携し、サプライチェーン全体における環境負荷と原価の低減
を図っている。

活動範囲

加工メーカー
（仕入先）

資源採掘資源採掘

仕入先か
らリコー
までの物
流で発生
する環境
負荷

部品製造工程における
環境負荷

資源採掘時に
発生する
環境負荷

資源を原材料レベルまで精錬、
組成、反応させる為に発生す
る環境負荷

《原材料調達》 《《部品生産部品生産》》 《出荷》

流通･販売流通･販売 使用･保守使用･保守 回収･ﾘｻｲｸﾙ回収･ﾘｻｲｸﾙ製品製造製品製造部品製造部品製造部品製造素材製造素材製造

原材料
メーカー

原材料
メーカー

原材料
メーカー

原材料
メーカー

原材料
メーカー

原材料
メーカー

※環境負荷とは、廃棄物量やＣＯ２発生量等

モールド成形の「ランナー」
ゴムローラー成形の「バリ」
プレス鋼板の「抜きカス」等
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３－７ 製品輸送時における廃棄物低減の先進的取組

○旭硝子株式会社では、従来の使い捨ての板ガラス輸送用木箱を、リターナブル
鉄製パレットに代替し、使用木材を削減している。これにより、アジア圏でのパレッ
ト循環使用システム構築に貢献している。

・旭硝子㈱では、製造工場が日本、タイ、インドネシア、フィリピン、中国に存在し、製造国から日
本などに運搬後、自動車用ガラスへの2次加工や建築用途に年間約800～900万箱*の板ガラ
スが相互輸出されている。
＊箱：板ガラスの単位、2mmの厚さの板ガラス1平方feet面積相当

・板ガラスの輸送に際して、従来用いられてきた使い捨ての木箱を、新規に開発したリターナブ
ル鉄製パレットに代替することにより、使用木材を削減。このパレットは、木箱と比べ、強度を維
持しつつ重量は約半分、繰り返し使用可能、約1／10に折りたたみ可能であり、一度に500台
積み込めるなど輸送効率をカイゼン。
・こうした取組を通じて、アジア地区でのパレット循環使用システム構築に貢献。

従来の木箱梱包例 鉄製新梱包パレット
（リターナブルパレット）

コンテナー積載時

●新パレットの使用実績 （単位：台）

●新型パレットの開発・普及による効果（試算）
2005年従来の木材使用量 24,000 m3／年

木材の資源節約量 14,400 m3／年
（節約比率60％: 7億7千万円／年）

0

2 0 ,0 0 0

4 0 ,0 0 0

6 0 ,0 0 0

8 0 ,0 0 0

1 0 0 ,0 0 0

1 2 0 ,0 0 0

1 4 0 ,0 0 0

1 6 0 ,0 0 0

H 1 3  H 1 4  H 1 5  H 1 6  H 1 7  

台

アジア圏
物流は、カイゼン

の宝庫

●取組の概要

2005年のアジア地区での輸出ガラスのリターナブルパレット使用率は60％。
アジアから日本向け自動車用ガラスの90％以上に使用。
リターナブル鉄製パレットの耐久性は、20回以上繰り返し使用が可能。
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３－８ 高度リサイクルの取組事例 －家電－

○家電製品分野においては、製造事業者によるリサイクルの実施と環境配慮設
計技術が相まって、使用済製品から回収された再生プラスチックを再び製品に
使用し、新規資源の投入抑制を図る高度リサイクルの取組が進展。こうした再
生材の活用は、資源価格の高騰局面において競争力強化の観点からも効果
が期待されるとともに、二酸化炭素の発生抑制の効果も期待される。

●事例①

リサイクル材使用量（トン／年）

回収部材 再利用部材
01
年度

02
年度

03
年度

04
年度

05
年度

06
年度
計画

洗濯機水槽
洗濯機水槽

冷蔵雇用部材
40 80 190 260 260 260

洗濯機脱水槽 冷蔵庫用部材 - - 50 40 30 20

洗濯機バランサ 冷蔵雇用部材 - - - 25 110 140

TVパックキャビネット 冷蔵雇用部材

エアコン用部材
- - 30 60 30 20

冷蔵庫野菜ケース 冷蔵雇用部材 - - - 35 90 160

合計 40 80 270 420 520 600

出典：シャープ株式会社

使用済家電製品から回収し
た廃プラスチックを家電製品
の部材として再利用する「自己
循環型マテリアルリサイクル」
を実施。
リサイクル業者と共同して、
使用済製品の廃プラスチック
を手解体できめ細やかに分
別・回収するとともに、再生プ
ラスチックの物性や寿命など
を再利用する部材の要求特性
に適合させる技術を開発。
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廃洗濯機 新品冷蔵庫

エアコン室内機クロスフローファンに使用され
る「ガラス繊維強化ＡＳ樹脂（ASG）」を、エア
コンのクロスフローファンの材料として再生利
用を実施。

廃洗濯機の部品から回収された再生プラス
チックを、冷蔵庫の材料として利用。

●事例②

●事例③

出典：三菱電機株式会社
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高度リサイクルの取組事例 －複写機－

○複写機においても、環境配慮設計に関する先進的な事例として、使用済複写
機をリサイクルして得られた再生プラスチックを、新たな複写機部品の原材料と
して利用する高度リサイクルの取組を行っており、新規材料の使用を削減して
いる。

出典：キヤノン株式会社

キヤノン㈱では1990年以来、国内外の樹脂メーカーと協業して樹脂メーカーを経由しない「サン「サン

ドイッチ成形」ドイッチ成形」を用いたクローズドマテリアルリサイクルを実施し、外装材や内部機能部品などに数
多くのリサイクルプラスチックを利用している。サンドイッチ成形とは、部品を成形する際に再生した
樹脂を未使用素材で外側から包むように一体成形する技術で、再生樹脂混合比率は最大30％ま
で可能。

●サンドイッチ成形の取組

●薄肉多層射出成形の取組

一方、成形機メーカーと共同で、より多くのリサイクルプラスチックが使用できる「薄肉多層射出「薄肉多層射出
成形技術」成形技術」の開発に着手している。この技術では、肉厚1.8mm以下、リサイクル材の使用比率を
80％以上を目標としており、現在用いているサンドイッチ成形で得られる部品よりさらなる環境配
慮とコストダウンを目指している。
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○自動車においても、回収される部品等からの再生資源の有効利用を考慮した製品
の開発・設計とリサイクル技術の組合せにより、使用済部品から得られる再生プラ
スチック等の素材を自動車の製造に再利用する取組が進展している。

高度リサイクルの取組事例 －自動車－

●事例①

0

10

20

30

40

50

60

70

80

90

100

95 96 97 98 99 00 01 02 03 04 05

回収量（万本） 修理交換バンパー回収本数

ｴﾝｼﾞﾝｱﾝﾀﾞｰｶﾊﾞｰ

ｼｰﾄﾊﾞｯｸﾎﾞｰﾄﾞ

ﾗｹﾞｰｼﾞ
ﾄﾘﾑ

出典：トヨタ自動車株式会社

自動車バンパーから得られた再生プラスチック
を再び自動車部品の原材料として再利用

自動車バンパーから得られた再生プラスチック
を再びバンパーの原材料として再利用

●事例②

新車バンパー新車バンパー

リサイクル材料リサイクル材料

ユーザー ディーラーカーメーカー

再資源化メーカー

押出 選別 塗膜剥離

再生工程

99.9％ 98.5％
塗膜除去率 塗膜除去率

回収バンパー回収バンパー

出典：マツダ自動車株式会社
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○電気・電子機器においては、自己循環型リサイクルを推進するため、再生プラスチッ
ク類等の再生資源利用率の定義や表示方法を統一するためのＪＩＳの策定に取り組
んでいる。また、自己循環型リサイクルの設計段階の取組がリサイクル段階とも十
分連携が図れるよう、再生プラスチックの材質表示、ネジ位置や解体位置等の表示
の統一化を図るためのＪＩＳの策定を併せて実施。

○こうした製品設計段階とリサイクル段階の連携を強化し、効果的・効率的なリサイク
ルの実施を促進するための取組が重要。

３－９ 高度リサイクルを促進するための規格策定の取組

◆電気・電子機器のプラスチック部品の識別及び表示
（JIS C 9912）

◆電気・電子機器の資源再利用指標等の算定及び表示方法
（JIS C 9911）

プラスチック材料の履歴や特性などを示す新しい識別マークを部品に明示することで、リ
サイクルプラントにおいてプラスチック部品の分別作業等の容易化・効率化を図る。

表示内容 マーク

難燃材の含有なしを示すマーク FR0

プラスチック再生材の使用とその割合を示すマーク
（例）材質がポリプロピレンで、プラスチック再生材の含有率（50％）
表示を併記

＞PP＜R50

資源再利用の取組を促進させることを目的として、電気・電子機器における資源の再利
用の程度を示す指標を標準化し、消費者等に分かりやすく伝達することで、環境配慮製
品の市場における認知度の向上に向けた普及・促進を図る。



33

○2002年11月に、電気・電子機器の環境影響に関する指令案（EEE指令案・企
業総局が草案作成）と最終使用製品のエネルギー効率の規制に関する枠組み
指令案（EER指令案・運輸エネルギー総局が草案作成）とを一本化する形で、
『最終使用機器のエコデザインのための枠組を設定する欧州議会および閣僚
理事会指令案（EUE指令案）』を欧州委員会が策定した。
○EUE指令案を基に、欧州委員会は、2003年8月1日、『エネルギー使用製品（

EuP）のエコデザイン要求を設定するための枠組構築に関する欧州議会およ
び閣僚理事会指令案（EuP指令案）』を策定した。

○EuP指令案は、2004年6月に、EU閣僚理事会が政治的合意に達し、11月23日
に、『共通の立場』（修正案）を公式発表した。その後、第2読会を経て、
2005年4月6日に、欧州議会、閣僚理事会、委員会による実質的合意（EuP
compromise）がなされ、議会および閣僚理事会の審議を経て、7月6日に本指
令の採択に至った（7月22日のEU官報にて公表）。

○EuP指令はエコデザインの要件に関する枠組み指令で、対象となる製品群の
選定基準や措置の基本的な考え方については定めているが、対象製品群毎の
具体的な基準や措置は、実施措置（Implementation measures）にて定めら
れる（実施措置は2008年頃から順次策定される予定）。現在、計20製品群が
対象に選定され、実施措置策定に向けた準備調査（Preparatory study）など
が行われている。対象の拡大検討は、今後も定期的に行われていく。

３－10 EuP指令の動向

○法的根拠：欧州共同体条約95条（域内調和）

○対象製品（第1条、第２条(1)、(2)で規定）
・エネルギー（電力、化石燃料、再生エネルギー）投入によって作動する製品、も
しくは、そのようなエネルギーを発生、輸送、測定する製品。エネルギー使用製
品（EuP）に組み込まれる部品で、それ自体でも上市および／またはサービス供
与がされ、単独で環境性能を評価できるものを含む。

・EuPに組み込まれる部品であるが、それ自体では上市されない製品や単独で環境
性能を評価できない製品は「構成部品およびサブアセンブリー」とし、これは
EuPとはされない。

・本指令は、人や物の輸送手段には当てはまらない。

○実施措置（第15条）
実施措置の対象となる製品群の選定は、以下の基準から検討する。
（a）EU域内市場における年間販売量が200,000ユニット以上の製品群
（b）EU域内市場において環境に及ぼす影響が著しい製品群

・決定No.1600/2002/EC（環境行動ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ）で優先事項として特定されている影響
（c）多大なコストをかけずに相当程度環境負荷を改善するポテンシャルがある製品群

（①関連の法規制が存在しない、②市場の対応では不十分、③類似製品で環境性能が
大きく異なる）
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実施措置の策定にあたって、以下の事項が求められている。
(a)製品の全ライフサイクルを考慮すること
(b)環境、消費者、製造事業者（中小企業を含む）に及ぼす影響に関してアセスメントを実施すること
(c)既存の環境法令を考慮すること
(d)ステークホルダーと適切な対話をすること
(e)アセスメント結果に基づき、実施措置策定の理由、説明の文書を作成すること
(f)中小企業の影響を考慮して実施日、移行措置を設定すること

※実施措置は、付属書I（一般的エコデザイン要件）または／および付属書Ⅱ（特定エコデザイン
要件：環境に著しい悪影響を及ぼす特定の環境的側面について導入される）に基づく当該製品カテ
ゴリごとの詳細要求事項を規定

付属書Ⅰ：
一般エコデザイン要件の設定方法

１ EuPエコデザインのパラメータ
1.1製品ライフサイクルにおける以下の側面を参考にしつつ重要な環境側面を、製品デザインに関する範囲において特定する。
(a)原材料の選択および使用
(b)製造
(c)梱包、輸送および流通
(d)設置および保守
(e)使用
(f)エンド・オブ・ライフ（使用後）
1.2 各段階ごとに、該当する場合には、以下の環境的側面を評価するものとする。
(a)材料、エネルギー、淡水など他の資源の消費予測
(b)大気、水または土壌への排出予測
(c)騒音、振動、放射線、電磁場など物理的影響による汚染予測
(d)廃棄物の発生予測
(e)WEEE指令を考慮に入れた、材料および（または）エネルギーのリユース、リサイクルおよびリカバリーの可能性
1.3 特に、該当する場合には、前出パラグラフで言及されている環境的側面の改善を評価するために以下のパラメータが使用され
る。

(a)製品の重量と容積
(b)リサイクル活動から生じる材料の使用
(c)ライフサイクルを通じたエネルギー・水・その他資源の消費量
(d)各種指令で規定された、人間の健康および環境への潜在的悪影響という点で有害または留意すべき物質の使用
(e)適切な使用および保守に必要な消耗品の量と特性
(f)以下に示す方法で表されるリユースおよびリサイクルの容易性：使用される材料および構成部品の数量、標準的構成部品の使
用、分解に要する時間、分解に必要な道具の複雑さ、リユースおよびリサイクルに適した構成部品および材料を識別するため
のコーディング基準の使用(ISOにもとづくプラスチック部品のマーク表示を含む)、リサイクルが容易な材料の使用、高価また
は他のリサイクル可能な構成部品および材料のアクセス容易性、有害物質を含有する構成部品と材料のアクセス容易性

(g)中古構成部品の組込み
(h)構成部品および機器全体のリユースおよびリサイクルに弊害をもたらす技術的ソリューションの回避
(i)以下に示す方法で表される耐用年数の延長：最低保証耐用年数、スペアパーツ入手に要する最低時間、モジュール性、アップ
グレード性、修理可能性

(j)廃棄物発生量および有害廃棄物発生量
(k)大気中への排出量（温暖化ガス、酸性化物質、揮発性有機化合物、オゾン層破壊物質、難分解性有機汚染物質、重金属、微粒
子および浮遊粒子状物質）

(l)水中への排出量（重金属、酸素バランスに悪影響を与える物質、難分解性汚染物質）
(m)土壌への排出量（特に製品の使用段階における危険物質の漏出、および廃棄物として処分する際の浸出可能性）

２．情報提供に関する要件
実施措置は、製造事業者以外によるEuPの取り扱い、使用、リサイクルに影響を与える可能性がある情報を、製造事業者が提供す
るよう定めることを要求できる。同情報は、その提供対象により、以下のようなものが想定される。

－ 製造プロセスに関する設計者による情報
－ 製品の重要な環境特性およびパフォーマンスに関する消費者向け情報。それらの情報は製品の上市時に消費者が製品に係るこ
れらの側面を比較できるように商品に添付される。

－ 製品が環境に及ぼす影響を最小化し最適な耐用年数を保証するための消費者向け情報。製品の設置、使用、保守の方法と使用
後の製品の返却方法に関する消費者向け情報

－ 使用後の分解、リサイクルまたは処分に関する処理施設向け情報。可能な場合には、基本的情報を製品本体に表示するものと
する。

情報は、可能な限り製品本体に加えなければならない。
この情報は、WEEE指令など他の共同体法規にもとづく義務を考慮に入れたものとする。



35

３．製造事業者に関する要件
1.EuP製造事業者は、製品デザインを通じてかなりの程度影響を受ける可能性がある旨実施措置にて定められた環
境側面に焦点を当てつつ、標準的な使用状態と使用目的に関して現実的な仮定を置きつつ、製品ライフサイクルを
通じたEuPモデルのアセスメントを実施せねばならない。その他の環境側面についても、自発的に調査してもよい
。アセスメント結果に基づき、製造事業者はEuPのエコロジカル・プロファイルを作成せねばならない。エコロジ
カル・プロファイルは、環境関連の製品特性と、製品ライフサイクルを通じた、測定可能な物理的な量で表される
インプット／アウトプットから構成されることになる。
2.製造事業者はアセスメント結果を、他のデザインソリューションを評価したり、達成した製品の環境パフォーマ
ンスをベンチマークにより評価したりすることに活用できる。ベンチマークは、実施措置を検討する際に集められ
た情報に基づき、欧州委員会が実施措置として定める。種々の過程を経て選択されたデザインソリューションは、
関連する全ての法規制を遵守しつつ、様々な環境側面間の合理的なバランス、さらには環境側面と他の要素（安全
・健康、機能・品質・パフォーマンスにかかる技術的要件、製造コストや市場性などの経済的側面）間の合理的な
バランスが得られていることが期待される。

○適合性評価（第8条）
・製造事業者は、ＥＵ域内の上市に先立ち、適用される実施措置のあらゆる関連規定との適合
性評価を実施しなければならない。
・適合性評価の手続きは、実施措置により特定される。
・製造事業者は適合性評価の実施に際し、付属書Ⅳに定める内部設計管理または付属書Vに定
める環境マネジメントシステムのいずれかを選択できる。
※付属書Vにおいて、製品設計を含めてEMASを取得している事業者は、管理システムの対応
する要件を満たしているものと見做される

・製造事業者は、適合性評価および適合宣言書の関連文書を、当該製品の生産打切りから10年
間、保管しなくてはならない。

付属書IV：
内部設計管理
1．適合宣言は一つもしくは複数の製品をカバーし、製造事業者によって保管される。
2．以下を含む技術文書を作成
(a)EuPとその用途に関する一般的説明
(b)製造事業者が実施した環境評価研究の結果（または）環境評価文献もしくはケーススタディへの言及
(c)製品のエコロジカル・プロフィール
(d)製品の環境設計側面に関した製品設計仕様の要素
(e)第11条に言及されている該当文書のリスト、および第11条に言及されている文書が適用されていない場合、または
これらの文書が該当する施行措置の要件を完全にはカバーしていない場合には､該当する施行措置の要件を満たすた
めに採択されたソリューションの説明

(f)付属書Ⅰの第３部の要件に従って提供される製品の環境設計面に関する情報の写し
(g)エコデザインに関して実施された測定結果

○見做し適合（第9条）
・以下のいずれかを満たす場合には、実施措置の関連要件に適合していると見なされる。
①製品がＥＵエコラベルを取得している場合（ただし対応する実施措置の要求がエコラベルで
カバーされている場合に限る）。
他のエコラベルについても、ＥＵエコラベルと同等の条件を満たす旨決定された場合には、
適合とみなされる。
②整合規格（欧州標準化機関が作成する欧州規格）に基づく規定が適用されている場合。

○マーキングおよび適合宣言（第5条）
・実施措置対象のEuPは、上市および／またはサービス供与の前に、CE適合マークが貼布され、
かつ適合宣言が公表されなければならない。これにより製造事業者または製造事業者の認定
代理人は、適用される実施措置の関連規定のすべてにEuPが適合していることを保証し、宣
言する。
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３－11 環境配慮設計に関する国際標準策定の動き

○IEC（国際電気標準会議）/TC111において、電気・電子製品分野におけるライフサ
イクル全体を視野に入れたエコデザインに関する国際規格の策定作業が進められ
ている（この他、リユース、リサイクル等の手法の標準化提案の動きも顕在化）。

○策定された国際規格は、ＥｕＰ指令に基づく内部設計管理の共通ルールとして活用
される可能性が高く、今後、個別製品毎の規格に反映されていく見込み。

○策定作業においては、規格案を起草する作業部会（ＷＧ２）を中心に、我が国が主
導的役割を発揮。

●エコデザイン規格 （ＩＥＣ ６２４３０） の概要

◇対象

◇内容

●●エコデザイン規格エコデザイン規格 （ＩＥＣ（ＩＥＣ ６２４３０）６２４３０） の概要の概要

◇◇対象対象

◇◇内容内容

●活動状況

◇標準化作業開始：2005年6月

◇第7回ＷＧ２パリ会議（2007年10月）にて、CD（委員会原案）第２版に対する各国委員会から
のコメント内容を踏まえた、CDV（投票用委員会原案）を発行することについて合意。

◇今後の予定
・CDV（投票用委員会原案） ：2008年2月（5ヶ月投票）
・FDIS（最終国際規格案） ：2009年1月（2ヶ月投票）
・IS（国際規格） ：2009年5月

●●活動状況活動状況

◇標準化作業開始：2005年6月

◇第7回ＷＧ２パリ会議（2007年10月）にて、CD（委員会原案）第２版に対する各国委員会から
のコメント内容を踏まえた、CDV（投票用委員会原案）を発行することについて合意。

◇今後の予定
・CDV（投票用委員会原案） ：2008年2月（5ヶ月投票）
・FDIS（最終国際規格案） ：2009年1月（2ヶ月投票）
・IS（国際規格） ：2009年5月

①環境配慮設計の基本原則として、製品のライフサイクル考慮（Life Cycle 
Thinking）の必要性及び、既存マネジメントシステムへの統合の必要性を明
記。

②製品（製品のメンテナンス等、いわゆるサービスも含む概念）に関して、ライ
フサイクルの各段階における環境側面の特定、環境影響の評価、設計にお
ける環境負荷低減のアプローチ、設計結果の評価と改善など、環境配慮設
計のプロセス・手順（ECD Process）の要求事項を規定。

③環境側面特定手法や分解性評価手法、LCA等国際的に認知されている手
法について、環境配慮設計のプロセス・手順の各段階での具体的な活用方
法を例示。

IEC62430は、すべての電気・電子製品における環境配慮設計実施の原則、プ
ロセス・手順等の要求事項を規定
（製品横断的な水平規格）。

－当該規格の要求事項を踏まえ、製品別の TCにおいて製品固有の
環境側面の特定・評価項目を盛込んだ個別規格の制定の進展に
反映されるとの位置付け
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４－１ 消費者への３Ｒ配慮情報の提供に関する現状と課題

○製品の３Ｒ全般に配慮した製品設計の取組について、それが消費者に伝わってお
らず、市場において消費者から適正に評価されていないことから、競争が働かず、
製造事業者に一層の３Ｒの取組を行うインセンティブがない。

消費者のニーズ

45.4% 48.2% 6.4%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

リサイクル（３R）に関する情報

必要 あった方がよい 不要

リサイクル（３Ｒ）に
関する情報

◇他製品より優先して買う価値のある環境情報

8.9%

16.3%

19.6%

20.9%

31.3%

41.7%

47.8%

51.7%

78.4%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0% 70.0% 80.0% 90.0%

特に気にしていない

生態系保護など

原産地や原産国、生産地

自然エネルギー仕様

メーカー名

地球温暖化防止

有害化学物質

リサイクル

省エネや節水

情報提供の現状

しかしながら、これら環境情

報は消費者にほとんど提供さ

れておらず、わかりやすい形

で情報提供する手法が求め

られている。 届いていない

93.1%

無回答

0.8% 届いている

6.1%

出典：日経ＢＰ社調べ

環境情報に対する消費者
のニーズは高く、93.6％が
「必要」もしくは「あったほう
がよい」と考えている。

４．「製品」に着目した消費者の３Ｒ意識の向上と事業者との
連携の強化 【流通段階】

出典：経済産業省委託調査『製品の環境配慮情報提供の在り方に関する調査』
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わからない   5%

製品間での比較がで
きる一覧表       18%

判断基準やデータの
算定方法などに関す
る詳しい説明
9%

環境情報の見方・読
み方に関する解説
10%

リサイクル材の利用率
などの定量的な情報
18%

第三者による評価結
果
11%

環境への配慮の程度
が1つ星～5つ星など
でランク付された情報
              29%

○３Ｒに関して望まれる環境情報の内容では、「程度がランク付けされた情報」、「製品
間比較ができる一覧表」等といった、製品間の比較が容易な情報提供へのニーズが
高い。事業者間で統一的な基準を設けて比較するなど、消費者の分かりやすい形で
の情報提供を行うことが重要。

○重視する情報源（情報入手手段）として、「店頭の掲示」、「店員の説明」といった流
通段階（店頭）を情報源として重視するという回答の合計が何れの製品でも40％を
超えており、店頭（小売業者）における情報提供が効果的と考えられる。

23.5%

23.8%

22.8%

23.0%

10.3%

9.7%

9.6%

9.5%

11.4%

10.6%

10.6%

10.9%

19.6%

21.3%

22.3%

21.8%

22.6%

24.1%

22.1%

23.4%
2.9%

3.2%

2.8%

3.3%

5.3%

4.2%

4.9%

4.6%

2.1%

2.2%

2.4%

2.5%

1.3%

1.4%

2.3%

1.5%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

テレビ

冷蔵庫

エアコン

洗濯機

カタログ メーカーのＨＰ 第三者のＨＰ 店員の説明 店頭の掲示

雑誌・新聞広告 テレビＣＭ 知人の助言 その他

■冷蔵庫

○○社 製品A

○省エネ ★★★★
○3R ★★★
○化学物質 ★★★★

■冷蔵庫

○○社 製品A

○省エネ ★★★★
○3R ★★★
○化学物質 ★★★★

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

★★★★★★★★★★★★★B社製品B

★★★★★★★★★★★★A社製品A

化学物質3R省エネ製品

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

★★★★★★★★★★★★★B社製品B

★★★★★★★★★★★★A社製品A

化学物質3R省エネ製品

【例】

【例】

３Ｒに関して望まれる環境情報の内容

家電製品を購入する際に重視する情報源

出典：経済産業省委託調査『製品の環境配慮情報提供の在り方に関する調査』
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４－２ リサイクル制度構築における基本的考え方

○現在、使用済物品等の回収・再資源化の取組は、①事業者の自主的な取組に
よるもの、②資源有効利用促進法の指定再資源化製品制度に基づくもの、③個
別リサイクル法に基づくものがある。

○多種多様な使用済物品等の回収・再資源化等を効率的に促進する観点から、
従来より、事業者による自主的な取組を基本としている。自主的取組による回
収・再資源化の実効性が十分でなく、所要の措置を講ずることが必要な場合に
は、法に基づく取組の対象としている。

事業者独自の回収システムが構築されている製品ではあるものの、
再資源化の内容が十分でない、事業者の参画が一部にとどまってお
り負担の公平性が確保されていない等の理由から、回収・リサイクル
システムの実効性が十分でないと想定される場合

本法による枠組み的規制（事業者の遵守すべき判断基準と指導・勧
告・公表・命令・罰則により構成）の対象とされる。

経済性の面における制約があり、適切な分別回収体制の構築に参加
すべき関係主体が広範に及ぶため、事業者の自主性に委ねていては
回収システムの構築や適正な再資源化の実施が確保されないと想定
される場合

分別回収や再資源化を行う者の役割分担に伴う権利・義務を個別リ
サイクル法の中でより詳細に設定する直接的な規制により、回収・再
資源化の推進を図る対象とされる。

自主的な取組自主的な取組

資源有効利用資源有効利用
促進法促進法

（指定再資源化製品）（指定再資源化製品）

個別リサイクル法個別リサイクル法

パソコン 小形二次電池

家電容器包装 自動車

個別の事業者又は事業者団体が主体となり自主的に使用済物品等
の回収・再資源化のシステムを構築。
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４－３ 携帯電話の自主的な回収・リサイクルの取組

○携帯電話については、有用金属資源を含有しているため、有価性が高く、通信事
業者及び製造事業者による自主的な回収・リサイクルシステム（ﾓﾊﾞｲﾙ・ﾘｻｲｸﾙ・
ﾈｯﾄﾜｰｸ）が構築されている。

○平成18年度の回収実績は662万台となっている。一方、機種変更後も旧機器を
処分しないユーザ等も多いことから、回収量は低減傾向。

●モバイル・リサイクル・ネットワークのスキーム

●携帯電話・ＰＨＳに含有される
有用金属

鉱種 含有状況
（参考）銅精鉱

小坂精錬所

金（ｇ/ｔ） 400

2,300

17.2

100

0.020

＜0.01

＜0.001

40

銀（ｇ/ｔ） 1,300

銅（％） 18

パラジウム（ｇ/ｔ） 2

ビスマス（％） 0.1

セレン（％） 0.5

テルル（％） 0.5

出典：DOWAエコシステム株式会社 出典：電気通信事業者協会調べ

●携帯電話・ＰＨＳの回収状況の推移

モバイル・
リサイクル・
ネットワーク前

H12年度 H13年度 H14年度 H15年度 H16年度 H17年度 H18年度

回収台数
（千台）

13,615 13,107 11,369 11,717 8,528 7,444 6,622

回収重量
（ｔ）

819 799 746 821 677 622 558

回収台数
（千台）

11,847 11,788 9,729 10,247 7,312 6,575 6,133

回収重量
（ｔ）

304 264 193 187 159 132 125

本
体

電
池

モバイル・リサイクル・ネットワーク後
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○消費者アンケートの結果によれば、「何となく」処分しないとする消費者も
39.9％と高い割合になっており、積極的な理由なく保有している者も多く存
在している。

○また、同アンケートによれば、携帯電話・ＰＨＳの回収台数を増加させるた
めの方策として、「携帯電話・ＰＨＳはリサイクル品であることをもっと周
知する」、「回収場所がどこかわかるようにする」といった、消費者に対す
る制度等の周知徹底が重要との回答が多かった。なお、多くの市町村におい
ては、携帯電話の自主的取組に関して住民への周知は行われていない。

0 50 100 150 200 250 300 350 400

その他

何となく

ICカードの入替により予備機として活用

目覚まし時計として活用

デジカメと して活用

ゲーム機として活用

写真アルバムとして活用

子供の遊び道具

データのバックアップ

電話帳として活用

個人情報が漏れるのが心配

コレクション・思い出として残す

Ｈ1 7年度 Ｈ1 6年度

●買換・解約時に端末を処分しない理由について

出典：電気通信事業者協会、情報通信ネットワーク産業協会
『携帯電話・PHSのリサイクルに関するアンケート調査結果』

●携帯電話・ＰＨＳが今以上に回収されるようにするための方策について

0 10 20 30 40 50 60 70 80
Ｈ18年度

携帯電話・ＰＨＳはリサイクル品
であることをもっと周知する

回収場所がどこかわかるようにす
る

回収場所を増やす

デポジット方式の採用

端末に保存したすべてのデータを新
しい機種に簡便に移せるようにする

回収に協力した人にノベルティ・景品
などを渡す

その他

●携帯電話・ＰＨＳリサイクルに関する自治体の周知状況

出典：経済産業省調査

対応状況 自治体数 割合

収集しない自治体 18 6.4%

収集するが、リサイクルを推奨する自治体 52 18.6%

何も告知していない自治体 210 75.0%

計 280 100%
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４－４ オートバイの自主的な回収・リサイクルの取組

○社団法人日本自動車工業会の自主取組に基づき、平成16年10月にオートバイ
の回収・リサイクルシステムが構築された。本システムにおいては、
・オートバイ製造事業者等は、新たに販売する車両にリサイクルマーク（Ｒマーク）
を付して販売する。
・オートバイ製造事業者等は、本システム稼働後に販売された車両（Ｒマーク付
き）が廃棄される際には、リサイクル料金を徴収せずに引き取る。本システム稼
働前に販売した車両（Ｒマーク無し）については、２０１１年を目途に、リサイクル
料金を徴収せずに引き取る。

●二輪車リサイクルシステム

指定引取場所
１９０ヶ所

指定引取場所
１９０ヶ所

廃棄二輪車取扱店
約１５,０００店

廃棄二輪車取扱店
約１５,０００店

処理・再資源化施設
１４ヶ所

処理・再資源化施設
１４ヶ所

処分業者
（最終処分まで）

処分業者
（最終処分まで）有用金属等市場有用金属等市場

参
加
事
業
者

【
二
輪
車
製
造
事
業
者
・二
輪
車
輸
入
事
業
者
】

参加事業者の
既販車ユーザー

参加事業者の
既販車ユーザー

新車ユーザー
（Rマーク付車）

新車ユーザー
（Rマーク付車）

最終ユーザー最終ユーザー

中古車業者
資源回収業者

有用部品市場
有用金属等市場

販売時価格への内部化

リサイクル料金

管理票

管理票

処理費

保管管理費・物流費

Ｒマーク付き車両

Ｒマークなし車両

（ リサイクルシステム外フロー ）
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○国内出荷台数が約７０万台（平成18年度）で、近年、中古車輸出（平成１８
年度 ４９万台）を含むリユース市場への流通量が増加する中、回収実績
は４０００台程度となっている。

○システムが構築されて間もないため、業界としては、今後、当該システムの
更なる周知徹底を図るとともに、地方自治体・事業者向けに利便性向上を
図るための大量排出車輌の受入システムの構築等を講じることとしている。

1．二輪車リサイクル自主取組の更な
る周知徹底

・各種イベント・展示会等を通じたＰＲ展
開および自治体との連携による住民広
報展開により、更に幅広くユーザー認知
度の向上を目指し、社会定着化を図る

・信頼性の高い仕組みへの排出を希望
する自治体や事業者に対し、 より利用
しやすい仕組みとなるよう大量排出車
輌の受入れシステムの構築を検討する。

・システムの安定的な運営に活かすため、
中古車輸出業者、買取専 門業者、
オークション業者など関連事業者に対
する調査・ヒアリングを継続的に実施し
二輪中古車の流通動向を把握する。

○今後講じる措置（抜粋）

●産業構造審議会廃棄物・リサイクル
ガイドライン 平成１８年度ﾌｫﾛｰｱｯﾌﾟ
における業界が今後講じる措置

●システムによるオートバイの引取台数

●オートバイのオークション取扱台数の推移

●オートバイの中古車輸出台数推移

2,389

878

2 ,4 90

1 ,4 88

0

500

1000

1500

2000

2500

3000

3500

4000

4500

04年度 05年度 06年度

台数（台） 一般排出 自治体排出

05年度→06年度、一般排出は微増

自治体排出は大きく増加している

58

54

765

3,267

3,978

□内は、自治体数

311,137 315,800 316,500 320,700 316,900

352,534

392,637

200,000

250,000

300,000

350,000

400,000

450,000

00年度 01年度 02年度 03年度 04年度 05年度 06年度

(台)

オークション取扱台数は05年度上昇に転じる

410,439

486,514

348,547

0

100,000

200,000

300,000

400,000

500,000

600,000

04年度 05年度 06年度

(台)

3年間で40%増加

出典：二輪車リサイクル自主取組参加事業者連絡会
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○国内の生産工程から発生する副産物や使用済製品から得られる鉄くず・銅くずと
いった再生資源は、従来から他の新規原材料と同様に国際的にも自由に取引（輸
出）されている。

○これに加えて、近年は、国際的な資源価格の高騰を受け、分別等の処理がなされ
ない状態での使用済製品自体が有価で途上国に輸出されることも多く見られるよ
うになっている。

５－１ 再生資源の海外輸出の現状

●金属スクラップ等の輸出量
（素材化された再生資源だけでなく、使用済製品も鉄くずや銅くずとして、リサイクル目的で輸出さ
れることが多い。）

５．循環資源の国際流通の活発化を踏まえた国内の取組の
実効性の確保 【排出段階】
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●再生資源の海外輸出の現状に係る概要図（参考）

輸出あり（※）全ての製品等について逆有償廃棄物処理の場合があり得るため、
逆有償廃棄物処理の欄における製品等を省略。

逆有償性強

有償リサイクル

逆有償リサイクル

逆有償リサイクル
（リサイクル法に
基づく処理）

逆有償廃棄物処理
（※）

副産物使用済製品

家電（４品目）

自動車

パソコン

容器包装

電炉・非鉄スラグ

石炭灰

古紙

高炉スラグ

家電（４品目）

パソコン廃ＰＥＴボトル
（圧縮済）

金属スクラップ

廃プラ

廃プラ

使用済製品からの再生材

金属スクラップ（家電、自動車等）

廃プラ（家電等）

再生ＰＥＴ
(ペレット）

ﾌﾞﾗｳﾝ管
ｶﾞﾗｽｶﾚｯﾄ

二次電池

自動車ﾊﾞｯﾃﾘｰ

家電（４品目） パソコン

有
価

逆
有
償

有価性強

処理（再資源化） 原材料として利用



46

５－２ パソコンのフローの概要

○一般消費者（家庭）から排出される使用済パソコンが３０％程度であるのに対して、
事業系ユーザから排出されるものは７０％程度に上っている。（事業系使用済パソ
コンのうちリース業者が排出するパソコンが約６０％を占める。）。

○リース業者から発生するパソコンのルートについて、中古製品販売事業者に売却
する場合や非メーカー系リサイクルルートに引き渡す場合が多い。売却先での使
用済パソコンの利用状況や再資源化状況を把握していない場合もある。また、輸
出業者へのヒアリングによると、リースアップ製品を買い取り、輸出を行うケースも
確認された。また、リース事業者では、多くの場合、パソコンの取扱総数について把
握していない。

家庭系ユーザ
2,100

（全排出量の28%）

事業系ユーザ
○リース・レンタル等
○一般企業
○官庁・学校等

5,370
（全排出量の72%）

メーカー
408

非メーカー系
2,284

メーカー系
394

中古製品
販売事業者・
家電量販店等

4,524

自治体
298

輸出業者
2,435

部品・資源
国内販売

2,479

市町村による
処理処分

207

使用済パソコン
排出者

リサイクラー

※平成16年推計 単位：千台

※数値はデスクトップパソコン本
体とノートパソコンの合計値

出典：「3.2  国内における使用済みパソコンの発生とマテリアルフロー」「アジア地域における廃電気電子機器と廃プラスチックの資源循環システム
の解析」（平成18年度環境省廃棄物科学研究報告書, 研究代表者・寺園淳）及び経済省によるヒアリング調査結果をもとに作成

中古パソコン
国内販売

2,348

輸出

（注）矢印は主なルートのみ記載。 ：取引が確認できたルート ：取引が推定されるルート
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５－３ メーカー系・非メーカー系リサイクラーの
パソコンリサイクルの特徴の整理

○回収されたパソコンのリサイクルの方法については、メーカー系リサイクラーが一律

に手解体（手解体後の一部機械破砕を含む。）であるのに対し、非メーカー系リサイ
クラーについては、手解体、機械破砕のみ、圧縮のみなど、再資源化の手法が様々
となっている。

○回収されたパソコンからの再生部品の回収をメーカー系リサイクラーが全く行ってい

ないのに対し、非メーカー系リサイクラーの多くが再生部品の回収を行っている。

○再資源化率についても、非メーカー系リサイクラーの中でばらつきがある。

項 目 メーカー系リサイクラー 非メーカー系リサイクラー

再資源化方法全般
手解体により鉄、非鉄、プラス
チック、基板等を分別し、再資源
化を実施。

手解体、機械破砕、圧縮等、再資
源化の手法は様々。

再生部品の回収 再生部品の回収は行っていない。
多くの事業者が再生部品の回収を
行っている。

廃プラスチックのリサ
イクル

ほぼ全ての事業者でマテリアル
リサイクルを行っている。

マテリアルリサイクル、ケミカル・
サーマルリサイクル、機械破砕の
みを行いその他処理を他社に委託、
圧縮などリサイクル方法としては
様々。

再資源化率
法定目標値有り（ケミカル・サー
マルリサイクルについては再資
源化率に含まない。）。

再資源化率は各社の判断に基づく
計算。
ケミカル・サーマルリサイクルを再
資源化率に含める場合もある。

再生部品・再生資源の
輸出

リサイクラーから国内企業に売
却される。

プラスチック等の素材について、商
社を通じ輸出するケースがある。

●経済産業省によるヒアリング調査に基づく特徴の整理
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○特に高いリサイクル率を達成している業種では、副産物を加工して得られる製品の
規格を整備するとともに、事業者の判断の基準に基づいてこれらの規格による品
質管理に取り組むことにより、効果的に有効利用量を確保してきている。

６－１ 副産物の製品化について

●判断基準における副産物の製品化の規定

（規格又は仕様による加工）

第六条 事業者は、鉄鋼スラグの利用を促進するため、次の各号のいずれかにより、
別表の上欄に掲げる区分ごとにそれぞれ同表の下欄に掲げる用途その他の有効な用
途に応じた製品となるよう、鉄鋼スラグを加工するものとする。

一 道路用鉄鋼スラグに加工する場合にあっては、日本工業規格Ａ５０１５

二 コンクリート用高炉スラグ骨材に加工する場合にあっては、日本工業規格Ａ５

０１１－１

三 コンクリート用フェロニッケルスラグ骨材に加工する場合にあっては、日本工

業規格Ａ５０１１－２

四 前三号に掲げる製品以外に加工する場合にあっては、事業者と鉄鋼スラグを利

用する者が協議して、用途に応じて定めた仕様

(製鉄業及び製鋼・製鋼圧延業に属する事業を行う者のスラグの発生抑制等に関する判断の基
準となるべき事項を定める省令の例)

●副産物製品に関するＪＩＳ規格の整備状況

JIS A 5011JIS A 5011--11 コンクリート用スラグ骨材－第コンクリート用スラグ骨材－第11部：高炉スラグ骨材部：高炉スラグ骨材
コンクリートに使用する高炉スラグ骨材について規定。

JIS A 5011JIS A 5011--22 コンクリート用スラグ骨材－第コンクリート用スラグ骨材－第22部：フェロニッケルスラグ骨材部：フェロニッケルスラグ骨材
コンクリートに使用するフェロニッケルスラグ骨材について規定。高温高圧養生（オートクレープ
養生）を行うコンクリートには適用しない。

JIS A 5015  JIS A 5015  道路用鉄鋼スラグ道路用鉄鋼スラグ
道路の路盤及び加熱アスファルト混合物に使用する鉄鋼スラグについて規定。鉄鋼スラグに
は、銑鉄製造過程で生成する高炉スラグと、鋼の製造過程で生成する製鋼スラグとがある。

銅
第
一

次
製
錬
・

精
製
業

JIS A 5011JIS A 5011--33 コンクリート用スラグ骨材－第コンクリート用スラグ骨材－第33部：銅スラグ骨材部：銅スラグ骨材
コンクリートに使用する銅スラグ骨材について規定。

電
気
業

JIS A 6201JIS A 6201 コンクリート用フライアッシュコンクリート用フライアッシュ
コンクリート又はモルタルに混和材料として用いるフライアッシュに規定。

製
鉄
業
及
び
製
鋼
・

製
鋼
圧
延
業

６．素材産業等の副産物の再生利用の促進
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６－２ 素材産業等の副産物をめぐる状況の変化

○鉄鋼業、非鉄製錬業等の素材産業等は、副産物の発生量が原材料中の主成分割
合等の影響を大きく受けるが、今後、原材料の品位低下の増加等が見込まれる中、
副産物の発生抑制の困難化が予想される。

(2) 素材産業等の副産物の受入先となる素材需要の減少

○素材産業等で生じる副産物（スラグ、スラッジ、石炭灰）では、いずれもセメント原料が
主な利用用途となっている。

○セメント業界におけるスラグ等副産物の有効利用は着実に進展し、原料の約40％を
副産物が占める状況。一方、近年の公共工事の縮減に伴い、セメントの生産量は低
減傾向。このため、今後、セメント原料としての副産物のリサイクル量の増加は困難
化すると予想される。

鉄鋼スラグや銅スラグといった副産物の発生量は、基本的には鉱石の組成（品位）により決定されるが、今後その品
位が低下する傾向にある。

●原料鉱石の品位の低下

●セメントの生産量の推移

スラグやスラッジ等の副産物の主なリサイクル用途であるセメントの生産量は、公共工事の縮減などから、低減傾向。

出典：社団法人セメント協会

・セメントの生産量
（単位：万トン）

・セメント業界の副産物（廃棄物）使用量推移
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・鉄鉱石原料の劣質化
鉄含有量の変化
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・銅鉱石原料の劣質化
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我が国が銅鉱石を調達している主な鉱山における

銅鉱石中の銅含有量の変化
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６－３ 副産物の用途拡大に向けた技術開発

○セメント原料としての利用の状況等を踏まえ、素材産業等から生じる副産物について、
セメント以外の用途を拡大するための技術開発が実施されてきている。

●用途拡大策の例

鉄鋼スラグ～海洋修復材の開発
スラグの化学成分による水質改善効果
①赤潮抑制（リン抑制）
・Caによるリンの吸着
②青潮抑制（貧酸素）
・高pH、鉄分による H2S発生抑制

軟弱凌渫土の強度調整効果
・スラグの団結作用による強度改善
・礫分、砂分の混入による粒土改善

藻類育成効果（藻場・磯焼け対策）
・二価鉄(FeO)
・珪酸(SiO2)

石炭灰～人工ゼオライト

吸着機能により、土壌の肥料持ちが向上

※人工ゼオライト：吸着機能、陽イオン交換機能、
触媒機能を持ち、多用途への活用が期待されて
いる。

土壌改良用の資材としての使用例

石炭灰

出所：中部電力㈱

人工ゼオライト

アルカリ処理

土壌の連作障害が解消され、出荷
可能な大きさまで生育が進んだ。

根の張り、太さが改善されている。
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６－４ 副産物製品の輸出状況

○鉄鋼スラグや石炭灰については、近年、海外での原材料としての有効利用に向け
た取組を進めており、輸出量が増加してきている。

○例えば、鉄鋼スラグに関しては、現在の主要な輸出先である韓国や台湾といった
先進国に加えて、その他のアジア諸国等における有効利用を進めるべく、ベトナム
におけるスラグセメントの規格策定に対する我が国企業による協力等の取組が行
われている。

●ベトナムにおけるスラグ規格に関する共同研究

○スラグセメント規格化に関する共同研究

◆平成17年5月より、鐵鋼スラグ協会、民間セメント会社及びベトナム建設省建設材料研
究所で共同研究を実施。

◆以下の規格を平成18年8月に全面改正
・TCVN4315：セメント用高炉スラグ
・TCVN4316：ポルトランドスラグセメント

●高炉スラグの国別輸出量の推移
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出典：環境省資料
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７－１ ３Ｒと地球温暖化対策との関係

○廃棄物の減量を通じて、廃棄物焼却に伴う二酸化炭素の排出削減が図られ
ることから、一定の３Ｒ対策が地球温暖化対策に資する場合がある。

○こうした観点から、京都議定書目標達成計画や２１世紀環境立国戦略におい
て、３Ｒを通じた地球温暖化対策について記載されている。

●京都議定書目標達成計画
（平成17年4月28日閣議決定、平成18年7月11日一部変更）
第２節 地球温暖化対策及び施策
１．温室効果ガスの排出削減、吸収等に関する対策・施策

（１）温室効果ガスの排出削減対策・施策

②非エネルギー起源二酸化炭素

○廃棄物の焼却に由来する二酸化炭素排出削減対策の推進廃棄物の処理及び清掃に関する法
律・・・に基づく廃棄物減量化目標や、循環型社会形成推進基本法・・・に基づき2003年3月に
閣議決定された循環型社会形成推進基本計画・・・に定める目標の達成に向けた取組を促進
する。具体的には、個別リサイクル法に基づく措置の実施やその評価、検討、地球温暖化対策
に資する施設整備等の事業の支援、及び市町村の分別収集や有料化に係るガイドラインの策
定等の施策を講ずることにより、廃棄物の発生抑制、再使用、再生利用を推進し、廃棄物焼却
に伴う二酸化炭素の排出削減を進める。

●２１世紀環境立国戦略
（平成１９年６月１日閣議決定）

戦略３ ３Ｒを通じた持続可能な資源循環
我が国の３Ｒの制度・技術・経験を国際的に展開しつつ、更なる高度化に取り組むとともに、地
球温暖化対策への貢献、Ｇ８での３Ｒイニシアティブの推進を図る。

③３Ｒを通じた地球温暖化対策への貢献

（廃棄物からのエネルギー回収の徹底）
３Ｒを推進しながら廃棄物発電の導入等を促進し、温室効果ガスの削減に貢献する。また、廃
棄物発電のネットワーク化による安定した電力の供給や、焼却施設から発生する中低温熱の業
務施設等での利用を進める。さらに、ＬＣＡの観点を強化することで、より効率的・効果的な３Ｒを
推進する。

（廃棄物系バイオマスの活用）
カーボンニュートラルな循環資源として廃棄物系バイオマスの有効利用、例えば、廃木材等か
らのエタノール生産やメタン回収を高効率に行うバイオガス化の推進、回収された廃食油等か
らのバイオディーゼル燃料の生成、汚泥等の固形燃料化などを推進する。

７．地球温暖化対策等との関係

(1)  ３Ｒを通じた地球温暖化対策への貢献について
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○製品の長寿命化設計及び長期利用は３R（省資源）の観点からは有効な対策である
が、省エネ（地球温暖化対策）の観点から、一定の年限で省エネ性能が高い最新機
器への買換を促進するべきではないかとする指摘がなされている。

●冷暖房兼用・壁掛け型・冷房能力2.8kWクラス・省エネルギー型の代表機種の平均値

出典：産構審・中環審合同会合（第５回）産構審・総合資
源エネルギー調査会自主行動計画フォローアップ
合同小委員会流通ワーキンググループ（第６回）
合同会議資料より抜粋

項目 内容

家庭部門全体
に対する
CO2削減
（％）

エアコン
14年以上使用品の
優先的買い替え促進

▲2.2

冷蔵庫
14年以上使用品の
優先的買い替え促進

▲2.2

照明
電球型蛍光灯・インバータ器具
への置き換え促進

▲1.5

●省エネ効果の内訳（試算）

期間合計 1,492

期間合計 1,302

期間合計 1,159

期間合計 1,068

期間合計 1,017

期間合計 990

期間合計 947

期間合計 963

期間合計 1,201

期間合計 945

(2) 電気・電子機器製品の例
～長寿命化対策と温暖化対策のトレードオフ～

95年比で
約40％減
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(1)  ３Ｒを通じた化学物質管理対策への貢献について
○リサイクルの過程で環境負荷物質が回収・管理され、化学物質対策への貢
献が図られる場合がある。

○例えば、家電リサイクル法や自動車リサイクル法のスキームに基づいて、収
集されたエアコン、冷蔵庫及び自動車からフロンが回収されている。

●エアコンのリサイクルフロー ●エアコンからの冷媒フロンの回収の状況

解体業者解体業者

破砕業者破砕業者

フロン類引取・引渡義務フロン類引取・引渡義務

フロン類回収料金フロン類回収料金

最終所有者最終所有者

再利用
部品等

使用済自動車

使用済自動車

引取業者引取業者

（
自
ら
又
は
委
託
に
よ
り
リ
サ
イ
ク
ル
を
実
施
）

（
自
ら
又
は
委
託
に
よ
り
リ
サ
イ
ク
ル
を
実
施
）

使用済自動車等の流れ使用済自動車等の流れ

金の流れ金の流れ

自
動
車
製
造
業
者
・輸
入
業
者

自
動
車
製
造
業
者
・輸
入
業
者

払渡し払渡し

払渡し請求払渡し請求

シュレッダーダストシュレッダーダスト
引取・引渡義務引取・引渡義務

資金管理法人資金管理法人
（（財）自動車リサイクル（（財）自動車リサイクル

促進センター促進センター

新車所有者新車所有者

中古車中古車

リサイクルリサイクル

金属等

有
用
部
品
市
場
・

有
用
部
品
市
場
・

有
用
金
属
等
市
場

有
用
金
属
等
市
場

（自動車販売・整備業者等）

※ ※
既販車に関しては
既販車所有者

引取・引渡義務引取・引渡義務

引取・引渡義務引取・引渡義務

エアバッグ類エアバッグ類
引取・引渡義務引取・引渡義務

エアバッグ類回収料金エアバッグ類回収料金

フロン類フロン類
回収業者回収業者

使用済自動車

引取・引渡義務引取・引渡義務

引取・引渡義務引取・引渡義務

登録

登録

許可

許可

認定

情
報
管
理
セ
ン
タ
ー

情
報
管
理
セ
ン
タ
ー

（
（財
）自
動
車
リ
サ
イ
ク
ル
促
進
セ
ン
タ
ー
）

（
（財
）自
動
車
リ
サ
イ
ク
ル
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ー
）

電
子
マ
ニ
フ
ェ
ス
ト
に
よ
る
報
告

電
子
マ
ニ
フ
ェ
ス
ト
に
よ
る
報
告

情報の流れ情報の流れ

料金を預託料金を預託

廃車ガラ輸出

国内電炉会社等

破砕前処理業者
（プレス等）

輸
出
業
者

中古車輸出

道路運送車両法の
抹消登録手続

全部再資源化認定
のケース

各事業者が創意工夫
によりビジネスを行う

解体自動車

※ リサイクル義務者が不存在の場合等につき指定再資源化機関（（財）自動車リサイ

クル促進センター）が対応。その他離島対策、不法投棄対策への出えん業務も実施。

指
定
再
資
源
化
機
関

（
（財
）自
動
車
リ
サ
イ
ク
ル
促
進
セ
ン
タ
ー
）

●自動車のリサイクルフロー

７－２ ３Ｒと化学物質管理対策との関係

出典：財団法人家電製品協会
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○EUのRoHS指令に対応するために、電気・電子業界においては、例えばプリント基
板のはんだに鉛を用いる代わりに金や銀といった有用金属を用いるケースがある。

○十分なリスク評価を経ないまま化学物質の使用が制限され、より希少性の高い有
用資源に代替されることは、資源有効利用の観点から好ましくないとする指摘がな
されている。

○また、使用済製品に関してリサイクル制度が整備され適正な処理が確保される場合
には、化学物質の管理が可能となるため、資源有効利用と化学物質管理のトレード
オフを生じないのではないか、との指摘もある。

●RoHS指令の概要

○２００６年７月１日以降に上市される特定の電気・電子機器（家電、ＩＴ機器、照明等）に関し、
①鉛

②水銀
③カドミウム
④六価クロム
⑤ポリ臭化ビフェニール（ＰＢＢ）
⑥ポリ臭化ジフェニルエーテル（ＰＢＤＥ）
の使用を禁止。
○一定の場合は適用が除外されるが、まだその範囲は確定されていない。
○２００６年７月１日から施行。

●はんだ鉛の代替の事例

出典：財団法人家電製品協会調べ

Ａ社Ａ社
鉛の代替材料の主なものはビスマス。接
合部には金やパラジウム等も使用。

Ｂ社Ｂ社 錫・銀・ビスマス・銅の合金を使用。

Ｃ社Ｃ社 錫・銀・銅を使用。

Ｄ社Ｄ社 銀、銅、ビスマスを使用。

(2)  電気・電子機器製品の例
～省資源対策と化学物質対策のトレードオフ～
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●バーゼル条約に基づく有害廃棄物の再生利用認定制度における取扱に関する検討
結果報告（抜粋）

①対象に加える物質
現在バーゼル法上の有害特性を有する非鉄金属を再生利用認定制度の対象物質
とする。

②対象に加える廃棄物
対象となる非鉄金属を含有する廃棄物であって、その再生利用方法において生活

環境保全上の支障を生じることなく処理が可能な廃棄物に限定する。
③対象に加える再生方法
ア 鉱物から対象となる非鉄金属を生産する一連の生産設備
イ 他の製錬工程における製錬中間物又は副生成物から対象となる非鉄金属を生産
する一連の生産設備に、対象とする廃棄物を投入する再生を対象とする。

●事業活動に伴って排出される一般廃棄物である廃棄物の区分に関する検討結果報
告（抜粋）

○木製パレットについては、多種多様な業種から全体として少なくない量が恒常的に排
出されており、また、市町村における処理困難性も認められることから、業種を限定
することなく、産業廃棄物として区分することとする。また、パレットに付随して一体的
に排出される梱包用木材についても、併せて産業廃棄物として区分することとする。

○木製家具・器具類については、リース業からまとまって排出され、市町村における処
理困難性も認められることから、リース業から排出されるものについて、産業廃棄物
として区分することとする。

８－１ 中央環境審議会廃棄物の区分等に関する専門委員会
における廃棄物処理法の見直しの議論について

８．関連制度との関係

○平成１８年度に、中央環境審議会廃棄物・リサイクル部会廃棄物の区分等に
関する専門委員会において、廃棄物処理法の再生利用認定制度の対象に
バーゼル法対象の非鉄金属を追加するとともに、木製パレット等を産業廃棄
物として区分するとする検討結果報告案が取りまとめられた。また、これを受
けて、平成１９年に廃棄物処理法関係法令が改正された。
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